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障害者権利委員会
カナダが条約第35条に基づき提出した第2･3回合併報告(2020年提出期限)*, **, ***
[footnoteRef:1][受信日：2022年11月7日］ [1: 	*　本書は正式な編集を加えずに発行している。
**	 本書は簡易報告手続きに従って提出された。これは、委員会の報告前質問事項（CRPD/C/CAN/QPR/2-3）に対する締約国の回答を含む。
	***　この文書の付属文書は、委員会のウェブページからアクセスできる。] 


はじめに
1.	カナダは、障害者権利条約（CRPD: Convention on the Rights of Persons with Disabilities）に関する第2・3回報告を障害者権利委員会に提出する。本報告は、2017年4月にカナダが前回の同委員会に出席して以来、CRPDの実施を強化するためにカナダで採用された主要な措置に焦点を当て、同委員会から提供された質問事項[footnoteRef:2]に回答するものである。 [2: 		 CRPD/C/CAN/QPR/2（2019年10月2日付）。] 

2.	この回答は、CRPDの保護に関連する核心的な問題に焦点を当てる一方、カナダが障害者権利委員会やその他の人権条約機関に提供した追加情報を参照することを同委員会に促すものである。 
3.	本報告は、すべての政府機関による実施に関するものである。「カナダ政府（Government of Canada(GC)）」はカナダ連邦政府を指し、「カナダ（Canada）」は通常、連邦・州・準州（FPT: federal, provincial, and territorial）政府を指す。州や準州（ケベック州やユーコン準州など）への言及は、一般的にその州政府への言及となる。
	目的および一般義務
[bookmark: _Hlk166594184]		報告前の質問事項（CRPD/C/CAN/QPR/2-3）パラグラフ1への回答 
（訳注　質問事項パラ1は、連邦、州、準州レベルで、条約組み入れのための法改正に進展があったか。）
4.	2018年、カナダはCRPDの選択議定書に加盟した。 
5.	カナダでは、CRPDの実施は連邦・州・準州政府の共同責任である。 
6.	カナダの第1回報告[footnoteRef:3]のパラグラフ11に概説されているように、CRPDは憲法や法的保護、立法、行政、その他の措置を通じて実施されている。加えて、カナダの裁判所は国内法の解釈において、CRPDのような国際人権条約を頼りにしている。 [3: 		 CRPD/C/CAN/1（2015年7月7日付）。] 

7.	いくつかの例を挙げる： 
・2019年に制定された連邦アクセシブル・カナダ法（Accessible Canada Act）は、その前文でカナダがCRPD締約国であることを言及している。この法律は、カナダ国民が連邦政府の管轄下にある地域のあらゆる場所で、アクセシビリティへのバリアを積極的に特定、除去、予防することにより、バリアフリーのカナダを実現することを目指している； 
2018年、ニューブランズウィック州の、障害のある人に関する州首相審議会法（Premier’s Council on Disabilities Act）での「障害のある人」の定義が、人権に基づくアプローチを反映するために以下のように改正された：「障害のある人」とは、長期にわたる身体的、精神的、知的、感覚的機能障害があり、様々なバリアとの相互作用により、他の人と平等に社会へ完全かつ効果的に参加することが妨げられる可能性のある人を意味する」；
ブリティッシュコロンビア州では、CRPDは州のアクセシビリティ法制の策定に影響を与えた。さらに、ブリティッシュコロンビア州の新しい人権コミッショナー事務所（Office of the Human Rights Commissioner）は、国際的な人権義務の遵守を促進することを法定任務としている。このコミッショナーは、ブリティッシュコロンビア州史上初の独立した人権コミッショナーである； 
マニトバ・アクセシビリティ法（Accessibility for Manitobans Act）は、CRPDを参照し、障害のある人やその他多くの市民に影響するバリアを取り除くための積極的なプロセスを規定している。マニトバ州は、2023年までに、すべての人にとってよりインクルーシブな社会を実現するために大きく前進することを約束し、障害のある人の代表者や官民の組織と協力して、アクセシビリティ基準の策定に取り組んでいる；
[bookmark: lt_pId000]ノバスコシア州のアクセシビリティ法は、CRPDを参照し、アクセシビリティを人権として認め、2030年までにアクセシブルな州にするという目標を掲げている。 
・ ケベック州では、「障害のある人の学校・職業・社会への統合のための権利行使を保証する法律（la Loi assurant l’exercice des droits des personnes handicapées en vue de leur intégration scolaire, professionnelle et sociale）」、障害のある人の社会参加を促進することを目的とする政府の政策「あらゆる点において平等であること：権利は行使されるべきものだからである」、および「2015-2019年政府関与計画（Plan 2015 2019 des engagements gouvernementaux）」はCRPDに沿ったものである。CRPDは、EIERの方針策定の参考としても引用されている。2020年6月に承認された「民法、民事訴訟法、公的後見人法および個人の保護に関する諸規定を改正する法律(2020年法令第11号）（Loi modifiant le Code Civil、le Code de procédure Civile、la Loi sur le curateur public et Differents dispositions en matière de protection des personnes, lois de 2020, chapitre 11）」は、CRPDの第12条に言及している。
8.	2019年、カナダ政府は第1回全国障害サミットを開催し、障害のある人、学者、国際的専門家、政府・民間セクターの代表が一堂に会し、情報共有と協力関係の強化を図った。 
9.	2017年事前質問事項へのカナダの回答（2017年LOI回答）のパラグラフ7、8に記載されたメカニズムに加えて、連邦・州・準州各政府は、連邦・州・準州政府人権担当高官委員会（Senior Officials Committee Responsible for Human Rights）を設置し（2017年）、また連邦・州・準州人権担当閣僚フォーラム（Ministers Responsible for Human Rights）を正式発足した（2020年）。これは2年ごとに会合を開いて、カナダによるCRPDやその他の国際人権義務の履行に関する事項を議論している。
		報告前の質問事項パラグラフ2への回答
(パラグラフ30への回答も参照）
（訳注　質問事項パラ2は、障害団体と連携して、障害のある人の条約の実施と監視への参加を確保するメカニズムを確立し、財源を割り当てているか。）
10	カナダ政府は、ファースト・ネーションズ・バンド評議会（First Nations Band Councils）へのアクセシブル・カナダ法（Accessible Canada Act  ACA）の適用について、先住民族組織と地域社会の関与を継続する。2019年には、3つの全国的な先住民（Indigenous）団体（カナダ先住民女性協会、ブリティッシュコロンビア州障害者アボリジニ・ネットワーク、ファースト・ネーションズ連合会（Assembly of First Nations））に、国、地域、地域社会レベルで、そのメンバーを関与させるための複数年の資金が提供された。
（訳注　First Nations はカナダに住む最大の先住民族の名称で、一般にカタカナ表記される。カナダの先住民族には他にイヌイット、メティスがある。Bandは、カナダの「インディアン法」に基づく先住民族の共同体単位（コミュニティ）。バンド評議会は、各バンドの行政統治機関。）
11.	アルバータ州では、2009年から2019年にかけて、アルバータ州人権委員会が運営する人権教育・多文化主義基金（Human Rights Education and Multiculturalism Fund）が、障害関連のプロジェクトに助成金を交付した。障害のある人の地位に関する州首相審議会（Premier’s Council on the Status of Persons with Disabilities）は毎年、地域団体が国際障害者デーのイベントを開催する際に助成金を提供している。このイベントは、違いを尊重し、障害のある人を受け入れ、包摂することの重要性と価値についての認識を高めることを支援する、CRPDの指導原則に沿ったものである。 
12.	ニューブランズウィック州の障害のある人に関する州首相審議会（Premier's Council on Disabilities）は、障害のある人に関する協議、研究、情報共有を担当する州の法定機関であり、障害のある人のための行動計画（Disability Action Plan）を見直し、勧告を行うために部局間委員会を設置した。同計画の「2020-2025年計画」は、貧困、住宅、障害者支援、ユニバーサルデザイン、交通、完全な市民権、教育、レクリエーションとウェルネスの8つの分野で、関係者が州政府に提出する43の行動勧告で構成されている。
13.	ノースウエスト準州政府は、障害者協議会（the Disabilities Council）と複数年の拠出契約を結び、障害者意識向上プログラムなどのプログラムを提供している。同協議会の重点分野のひとつは、障害のある先住民が経験するバリアに関連する、障害と人種の交差性に関わるものである。
[bookmark: _Hlk105142182]14.	2021年に初めて、マニトバ州は11月を先住民障害啓発月間とすることを宣言し、同州はブリティッシュコロンビア州先住民障害ネットワーク協会（BC Aboriginal Network on Disability Society、BCANDS)、およびカナダ全土の人々と共に、障害を持ちながら生活するアボリジニの人々が経験するバリアについて啓発した。2021年11月24日、同州はBCANDS主催のアクセシビリティ基準に関するウェビナーに参加した。 
具体的な権利
平等及び無差別
		報告前の質問事項パラグラフ3（a）への回答
（訳注　質問事項パラ3（a）は、前回総括所見のパラ14の障害者権利委員会勧告を実施する措置、特にカナダ人権法の規定が、すべての障害のある人の生活領域をカバーし、合理的配慮が提供されることの進展。）
15.	カナダには、障害のある人への差別を防止し、これを撲滅するための強力な法的枠組みがある。カナダ 権利と自由憲章（Canadian Charter of Rights and Freedoms）（憲章）は、精神的・身体的障害やその他の理由による差別なしに、法の下および前での平等、法の平等な保護と利益を保障している。詳細については、カナダの第1回報告のパラグラフ23～25を参照のこと。 
16.	連邦・州・準州の人権法は公的部門と民間部門に適用され、雇用、一般市民が通常利用できる商品・サービス・施設および宿泊施設に関して、精神的・身体的障害などを理由とする差別を禁止している。詳細については、カナダの第1回報告のパラグラフ25を参照のこと。
17.	カナダの法律はまた、複数の、あるいは交差する理由による差別を禁止している。裁判所は、差別の複数の理由がある場合、それらの複合効果は、個々の効果の合計よりも多くなる可能性があることを認識している。
18.	カナダの差別禁止法の基盤は、障害のある人のニーズに対応する義務である。カナダの第1回報告のパラグラフ27は、雇用主、サービス提供者その他の義務者に求められることを説明している。
19.	加えて、連邦・州・準州政府政府は、カナダの障害のある人のバリアを軽減することを目的とした幅広い施策を実施してきた。例えば： 
マニトバ人のためのアクセシビリティ法（Accessibility for Manitobans Act）は、アクセシビリティの実現に向けてリーダーシップを発揮することを大臣に義務づけ、議会への年次報告を義務づけている。この法律は、政府にアクセシビリティ計画の作成と更新を義務付けている； 
連邦の2017年、遺伝にかかわる差別禁止法（Genetic Non-Discrimination Act）は、連邦政府が定める商品やサービスを受けたり、契約や協定を結んだり参加したりするために、個人に遺伝学的検査を受けるよう要求することを禁止している。また、同様の状況において、遺伝子検査の結果を開示するよう個人に要求することや、同意なしに遺伝子検査の結果を開示することも禁止している。
		報告前の質問事項パラグラフ3(b)への回答
（訳注　質問事項パラ3（b）は、連邦、州、準州レベルの差別禁止規定が、合理的配慮の拒否、関連性による差別、障害を理由とするあらゆる形態の差別を含むようにする措置。また、差別の救済へのアクセスを確保する措置。）
20.	連邦・州・準州政府政府は、個人には、政府の取り組みをどのように経験するかに影響を与える、複数かつ多様に交差するアイデンティティの要因があることを認識している。また、政策策定プロセス全体を通じてそうした経験を考慮することの重要性を認識している。一部の政府は、障害のある人が直面する可能性のあるバリアを予測し、緩和または除去することができる、応答性が高く、インクルーシブでアクセシブルな政策、プログラム、イニシアチブを設計するために、「ジェンダーに基づく分析プラス（GBA Plus: Gender-Based Analysis Plus）」を実施している。例えば ：
1995年以来、カナダ政府はすべての意思決定においてGBAを適用することをコミットし、2011年には分析での多くの要素を考慮する必要性を強調するために「プラス」を加えた； 
[bookmark: _Hlk88827040]ニューブランズウィック州では、政府のすべての意思決定においてGBA Plusの使用を義務付けている。ニューブランズウィック州のツールは、政策、プログラム、立法、規制案の検討に、障害、人種／民族、都市／農村、経済的地位、その他の要素を含めることによって、交差性分析を組み込んでいる。無差別と交差分析のベストプラクティスを促進するため、GBAプラス闘士（champions）が、実践コミュニティ（a community of practice）とともに、すべての政府省庁に設置されている； 
2019年、ニューファンドランド・ラブラドール州は、すべての政策、プログラム、サービス、法律、予算について、「政府全体」のGBA Plus開発・実施アプローチをコミットした。障害者政策室（Disability Policy Office）は、政府省庁を支援する専門家のセンターとして機能し、その障害者レンズ（disability lens　訳注　障害のある人の問題・差別・バリアなどを明らかにする、障害者視点による政策評価枠組み）についての知識は、多重差別や交差的差別に対処する。 
	報告前の質問事項パラグラフ3（c）への回答
（訳注　質問事項パラ3（c）は、障害のある人への不平等と差別を撤廃する措置。特に、明確な目標を含むアファーマティブ・アクションと、年齢、性別、先住民族の背景に分類された達成状況のデータ収集。）
21.	カナダは、すべての人々、特に最も弱い立場にある人々にとって、よりインクルーシブで公平な国を目指して努力を続けている。雇用、教育、住宅などの分野で実施されているプログラムや措置は、障害のある人を支援するように作られている。さらなる情報は、この報告全体、特に質問19、23、25への回答に記載されている。
[bookmark: lt_pId003]アルバータ州の発達障害者プログラムは、対象となる成人の個人的なニーズや目標を満たすための計画やサービスを支援する。これは、就労支援、在宅生活支援、レスパイトサービス、短期支援や訓練、専門的な支援に資金が提供される； 
ケベック州では、特別教育には、障害のある生徒や、指導、対人関係、資格取得に関連する適応や学習に困難のある生徒の成長を促進するためのサービスが含まれる。さらに、貸与と奨学金制度により、重い機能的障害や重度の精神的・身体的健康問題を抱え、経済的に余裕のない生徒が、職業高校での訓練や大学で学ぶことができるようになっている；
（訳注　studentは生徒あるいは学生と訳す。本仮訳では文脈に合わせて適宜使い分けているが、必ずしも厳密なものではない。）
ブリティッシュコロンビア州のBCアクセシブル住宅改造還付金事業（BC Rebate for Accessible Home Adaptations Program）は、対象となる低・中所得世帯に対し、個人の永続的な障害や能力喪失に直接対処し、日常生活の基本的な活動を行う能力を向上させるための改修に対する払い戻しで資金援助を行う。
障害のある女性
		報告前の質問事項パラグラフ4（a）への回答
（訳注　質問事項パラ4（a）は、ジェンダー平等の法律と公共政策を通じた、障害のある女性の経済的エンパワーメントを促進する措置。）
22.	ジェンダー平等の推進と支援は、連邦・州・準州政府の優先課題である。すべての政府は、障害のある女性の経済的エンパワーメントを支援し、既存の格差を是正するための法律や公共政策を策定している。 
23.	政府によっては、専門の局（office）や部署を設けるところもある。例えば：ケベック州は1979年に女性地位局（Secrétariat à la condition feminine）を創設した。2018年、カナダ政府の女性地位局（Status of Women Canada）は、女性・ジェンダー平等省（Department for Women and Gender Equality）となり、「ジェンダーに基づく分析プラス（GBA Plus）」を適用することで、平等を推進する連邦政府の活動を主導し、動員し続けている。GBA Plusは、ある問題によって誰がどのような影響を受けるか、その取り組み（initiative）を多様なニーズに合わせてどのように調整できるか、取り組みを利用したりその恩恵を受けたりする際のバリアをどのように軽減できるかを検討する。ブリティッシュコロンビア州のジェンダー平等局は、ジェンダー平等が政府全体の予算、政策、プログラムに確実に含まれるよう取り組んでいる。
24.	他の政府も、いくつかの計画、プログラム、戦略を持っている。例えば次のようなものがある。
・	ニューファンドランド・ラブラドール州の、商業・工業プロジェクトへの女性の労働参加を改善することを目的とした「女性雇用計画（Women’s Employment Plans）」や「ジェンダー平等・多様性計画（Gender Equity and Diversity Plans）」
・	オンタリオ州の、複数のバリアに直面する女性に雇用、雇用前訓練、見習い、起業研修を提供するための資金を地域団体に提供している「女性の経済的安全保障プログラム（Women’s Economic Security Program）」
・	ケベック州の、24の省庁の貢献によって実施される59の新規または強化された行動を組み込んだ「2021年に向けた女性と男性の平等のための政府戦略（Stratégie gouvernementale pour l’égalité entre les femmes et les hommes vers 2021）」
25.	ジェンダー平等を推進するための措置に関する追加情報は、女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（Convention on the Elimination of All Forms of Discrimination against Women）に関するカナダの第10回報告に記載されている。
	報告前の質問事項パラグラフ4(b)への回答
（訳注　質問事項パラ4（b）は、障害のある女性への経済的・実務的なバリアを取り除き、インクルーシブな実践を発展させるための、偏見や否定的な固定観念をなくす上での進展。）
26.	カナダの多くの政府は、障害のある女性など多様な人々への偏見や否定的な固定観念をなくすことにつながる、よりインクルーシブな取り組みを進めている。例えば、以下のようなものがある： 
プリンスエドワード島では、「女性の地位諮問委員会（Advisory Council on the Status of Women）」が女性の地位に影響する問題についての一般市民の認識を高め、この問題に関して大臣に助言することができる。キャンペーン「私たちの声は重い：知的障害のある女性は、利用しやすいサービスのために声をあげる」は、知的障害のある女性に力を与え、リーダーシップの機会を提供することを目的としている； 
[bookmark: lt_pId005]障害のある女性とそのニーズを支援するケベック州の今後の対策に情報を提供するため、「2021年に向けた女性と男性の平等政府戦略（Stratégie gouvernementale pour l'égalité entre les femmes et les hommes vers 2021）」の1つの取り組みとして、既存のデータを使用して障害のある女性が経験する現実を記録することがある。この報告は現在作成中で、2021年の戦略期限までに公表される予定である。ケベック州は、障害のある女性の経済的自立を促進し、障害のある人に影響を与えるジェンダーに関する固定観念と闘うプロジェクトを財政的に支援している。
		報告前の質問事項パラグラフ4（c）への回答
（訳注　質問事項パラ4（c）は、障害のある先住民の女性が、教育プログラムにアクセスし、権利を認識し、権利を訴えるための支援にアクセスできるようにする措置。）
27.	連邦・州・準州政府は、障害のある先住民（Indigenous）の女性が利用可能な教育プログラムにアクセスできるようにするため、様々な措置を講じてきた。例えば ： 
2019年、カナダ政府はファースト・ネーションズ連合会（Assembly of First Nations）、イヌイット・タピリット・カナタミ（Inuit Tapiriit Kanatami　訳注　カナダの全国的なイヌイット組織）、メティス全国協議会（Métis National Council）と協力し、高等教育（post-secondary education）を推進するための、区別に基づく戦略（distinctions-based strategies　訳注　カナダの3種の先住民族の違いを前提に、それぞれ別個に策定する政策戦略）を策定することをコミットした。これらの戦略には、学生支援、地域のニーズの理解、地域に根ざしたプログラムやサービスが盛り込まれ、先住民の学生が高等教育修了資格を取得できるよう総合的に支援する。イヌイットの新しい高等教育戦略とメティスの新しい高等教育戦略が2020年に発効した； 
ブリティッシュコロンビア州では、「先住民女性に関する大臣諮問委員会（Minister’s Advisory Council on Indigenous Women）」が、州全体の先住民女性の生活の質を向上させる方法について政府に助言を行なっている。彼らは「先住民族の権利に関する国連宣言（United Nations Declaration on the Rights of Indigenous Peoples）」の第22条からインスピレーションを得ており、この宣言の実施の際に、先住民族の高齢者、女性、若者、子ども、障害のある人の権利と特別なニーズに特に注意を払っている。 
	障害のある子ども
		報告前の質問事項パラグラフ5（a）への回答
(パラグラフ28への回答も参照）
（訳注　質問事項パラ5（a）は、障害のある子どもの状況や直面する差別の、研究や体系的な分類されたデータの収集について取った措置。データが、的を絞った戦略やプログラムの策定に使用されているか。）
28.	連邦・州・準州政府は、障害のある子どもを差別から守り、データ収集を強化するための措置を実施し続けている。例えば：  
[bookmark: lt_pId007][bookmark: lt_pId008]ケベック州政府は、家族手当（Family Allowance）の運営に関連して、先住民の子どもを含めた障害のある子どもの状況について、分類されたデータなどのデータを収集している。人権・青少年権利委員会（Commission des droits de la personne et droits de la jeunesse）は、人権・自由憲章（Charter of Human Rights and Freedoms）のもとで認められている権利に関する差別の被害者である障害のある子どもの状況を、調査活動の一環として定期的に記録している。特に、自治体や民間団体によって提供される、幼児教育サービス、学校での教育サービス、保健・社会サービス、レクリエーション・サービスに関する苦情が多い活動部門に関して記録している； 
（訳注　家族手当（Family Allowance）はケベック州の公的な児童給付制度の名称。カナダ連邦政府のFamily Allowanceは廃止されている。）
[bookmark: _Hlk200364917][bookmark: _Hlk200365180][bookmark: _Hlk81317115][bookmark: _Hlk200365042]ブリティッシュコロンビア州では、州保健局（Office of the Provincial Health Officer：OPHO）がカナダ公衆衛生局（Public Health Agency of Canada）の支援を受けて、2019年にブリティッシュコロンビア州先天異常監視システム（British Columbia Congenital Anomalies Surveillance System）の開発を開始した。このシステムは、先天異常の症例を特定するために、複数の情報源からもたらされる行政データを利用する。これは、健康の達成度格差を含め、障害のある人の経験を明らかにする、細分化されたデータセットの開発への重要な第一歩である。州保健局は、ファースト・ネーションズ保健局（First Nations Health Authority）やブリティッシュコロンビア州メティス・ネイション（Métis Nation British Columbia）と協力し、ファースト・ネーションズ対象者ファイル（First Nations Client File）とメティス・ネーションズ対象集団（Métis Nation cohort）をそれぞれ管理し、州内のファースト・ネーションズとメティス・ネイションの人々の健康と良好常態を定期的に報告している。；
オンタリオ州人権裁判所（HRTO: Human Rights Tribunal of Ontario）は、オンタリオ州人権コードに基づいて提起された差別やハラスメントの申し立てを解決する審判所（adjudicative tribunal）であり、ケース管理システムを通じて、障害を理由とする問題についての子ども／青少年の申し立てに関するデータを収集している。しかし定期的な報告ではこのデータを提示していない。2019-2020年、HRTOは障害を理由とする問題についての88件の子ども／青年の申請を受理した。
		報告前の質問事項パラグラフ5（b）への回答
（訳注　質問事項パラ5（b）は、カナダの福祉サービスで障害のある先住民族の子どもの割合が高いことに対処する措置。先住民族、イヌイットおよびメティスの子どもと青少年および家族に関する法律（法案C-92）実施の予算。）
29.	連邦レベルでは、先住民族のパートナーと共同開発した「ファースト・ネーションズ、イヌイット、メティスの子ども・青少年・家族に関する法律（Act respecting First Nations, Inuit and Métis children, youth and families）」が2020年に発効した。この法律は、先住民の子どもや家族に関する法律、政策、慣行を決定する先住民の権利を確認し、先住民の子どもに対して、子どもや家族サービスを提供するすべての個人や団体が満たさなければならない、国の最低基準を定めている。
30.	この法律は、先住民の子どもが家族やコミュニティと一緒にいられるよう支援し、保護されている子どもが家族のもとに戻れるよう支援し、子どもが自分たちの言語、文化、コミュニティとつながりを保てるようにすることで、先住民の子どもをさらに支援するものである。
31.	カナダ政府はまた、ファースト・ネーションズのパートナーやサービス提供組織と協力し、カナダ全土のケアのサービス調整モデル（Service Coordination model　訳注　複数のサービス機関を調整し、主として先住民族が必要な支援に途切れなくアクセスできるようにするケア提供モデル）を確立した。これらのケアモデルは、すべてのファースト・ネーションズの子どもとその家族が、連邦・州・準州政府のプログラムを利用し、子どもが必要な保健的・社会的支援とサービスを受けられるようにするためのものである。
[bookmark: _Hlk85465703]32.	連邦・州・準州政府は、先住民の子どもとその家族へのサービス提供で、実質的な平等を守る法的義務がある。カナダ人権裁判所（CHRT: Canadian Human Rights Tribunal）は、「ジョーダン原則（Jordan’s Principle　訳注　ファースト・ネーションズの子どもが、必要なサービスを遅滞・差別なく受けられるようにする、連邦・州政府の責任調整原則）がカナダ政府に対し、ファースト・ネーションズの子どもがファースト・ネーションズとしてのニーズに特化した特定の商品、支援、サービスへのアクセスを通じて、カナダのどこに住んでいてもファースト・ネーションズの子どもとして差別を受けないようにすることを求めていると判断した。ファースト・ネーションズの児童福祉に関する2016年のCHRT決定以来、カナダ政府は保健、社会、教育のサービスと支援に取り組むため、6年間にわたり資金提供に尽力してきた。
33.	カナダ政府はまた、ファースト・ネーションズの子どものニーズへの対応に全面的に取り組んでおり、児童家庭サービス機関への資金援助を2倍以上に増やした。この資金援助は、彼らのニーズに基づいており、家族の絆を維持し、保護下にある先住民の子どもの数を減らすための予防支援に重点を置いてきた。2018年には、先住民の子どもたちの安全、安心、幸福を確保するため、ファースト・ネーションズの子どもと家族へのサービス事業に6年間にわたる資金が提供された。
		報告前の質問事項パラグラフ5（c）への回答
（訳注　質問事項パラ5（c）は、公共政策および早期介入プログラムに、障害のある子どもの権利を取り入れ、すべての障害のある子どものアイデンティティと発達する能力を知らしめるための措置」。）
34.	長年にわたり、連邦・州・準州政府は、早期介入プログラムなどの公共政策に障害のある子どもの権利を含めるためのさまざまな措置を打ち出してきた。例えば ：
2017年には、早期学習・保育枠組みに関する多面的合意がなされ、連邦・州・準州政府は様々な能力を持つ子どものインクルージョンを高めることを約束した[footnoteRef:4]。この作業を基に、カナダ政府は州・準州政府および先住民のパートナーとともに、カナダ全土早期学習・保育システム（Canada wide Early Learning and Child Care system）を構築し、すべての家族が、どこに住んでいても、質の高い、手頃な価格の、柔軟でインクルーシブな保育を受けられるようにすることをコミットした；  [4: 		 ケベック州は「早期学習と保育に関する多面的枠組み（Multilateral Framework on Early Learning and Child Care）」の一般原則には賛同しているが、この分野ではケベック州が共通管轄権の下での全面的責任を持つため、同枠組みには署名していない。] 

カナダ政府のアクセシビリティ実現基金（EAF: Enabling Accessibility Fund）は、保育所の物理的アクセシビリティを向上させるための資金提供をコミットしている； 
カナダ政府の母子保健プログラム（Maternal Child Health）と先住民族居留地優先（Aboriginal Head Start on Reserve）プログラムは、子どもたちが診断、検査、アセスメントなどのサービスを受けられる機会を提供するとともに、特別なニーズの支援や診断のために他の地域資源を紹介する。子どものための地域活動プログラム（Community Action Program for Children）と「都会と北部地域の先住民族優先プログラム」（Aboriginal Head Start for Urban and Northern Communities Program）は、健康格差やリスク状況に直面している子どもとその家族に、総合的な公衆衛生プログラム、支援サービス、リソースを開発・提供する、地域に根ざしたグループに持続的な資金を提供している；
ニューブランズウィック州では、政府のすべての意思決定に、「子どもの権利影響評価（Child Rights Impact Assessment: CRIA）」の実施を引き続き義務付けている。CRIAの基本的な問いかけは、政策、プログラム、立法、規制の提案が、子どもの権利条約（CRC: Convention on the Rights of the Child）の実施を、平等の権利と非差別に関するその第2条を含めて、どの程度促進するかということである；
2019年、ブリティッシュコロンビア州は、支援を要する子どもと若者（CYSN: children and youth with support needs）とその家族のためのサービスやプログラムへの、アクセス、質、連携を改善する機会を特定するための調査結果やその他の情報収集を開始した。この作業は、CYSNサービスの枠組み草案の開発に反映される； 
オンタリオ州では、子どもの最善の利益、保護、福祉が、2017年児童・青少年・家族サービス法（CYFSA: Child, Youth and Family Services Act）の最重要目的である。また、人種、障害、家族の多様性、信条、性別、性的指向、性自認、性表現を含む、身体的、感情的、精神的、発達的、文化的、言語的なニーズや違いを考慮した形で、サービスが提供されるべきであしてると認識している。CYFSAの目的は、CRCに示された原則と一致し、それをさらに発展させる（build upon）ことである。 
意識の向上 
		報告前の質問事項パラグラフ6（a）への回答
（訳注　質問事項パラ6（a）は、自閉症の人、レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダー、インターセックスの人も含めた、障害のある人に対するスティグマ、固定観念などと闘い、彼らの尊厳を強化し、社会へのインクルージョンを支援する措置。）
[bookmark: _Hlk201180742]35.	連邦・州・準州政府は、障害のある人へのスティグマ、固定観念、偏見、否定的な態度と闘うための措置を講じてきた。例えば ：
[bookmark: _Hlk202108796]アクセシブル・カナダ法（ACA）は、5月の最終週を全国アクセシビリティ週間（National AccessAbility Week）と定め、障害のあるカナダ人の貢献を称え、積極的にバリアを取り除いている個人、地域社会、職場を表彰している； 
2021年、マニトバ州は、マニトバ・アクセシビリティ基金と呼ばれる基金を設立した。これはこの基金を保有するウィニペグ財団の支援を受けたものである。2022年以降、マニトバ州政府は、マニトバの各団体が「マニトバ人のためのアクセシビリティ法（Accessibility for Manitobans Act）」の要件を満たすのを支援するため、基金の運用益（growth）を助成金という形で成長分を分配する；
カナダ政府は、スペシャルオリンピックス・カナダ（Special Olympics Canada 　訳注　知的障害のある人のスポーツ組織）に対して、アスリートとボランティアの経験を拡大・改善し、カナダ人の能力と前向きな姿勢を養い、十分なサービスを受けていない地域社会でアウトリーチプログラムを調整し、質の高いプログラムを支援するための資金を提供する； 
カナダ公共サービス学校（Canada School of Public Service）は、連邦政府職員を対象に、業務やサービス提供の際の障害のインクルージョンとアクセシビリティのバリアに関する研修とリソースを提供している；
アルバータ州では、毎年開催される首相評議会賞（Premier’s Council Awards）が、アルバータ州のバリアフリーでインクルーシブな地域社会を発展させるための個人、グループ、企業、団体の努力と功績を公に称えている。同州は、10月を「障害者雇用啓発月間（Disability Employment Awareness Month）」として公式に宣言し、障害のある人の機会均等を促進する機会としている； 
ニューファンドランド・ラブラドール州障害者政策局は、地域組織と協力し、資金を提供して、ソーシャルメディア・キャンペーンを開発・開始した。これは、否定的な固定観念に挑戦し、バリアとそれを取り除く方法についての知識を深めることによって、人々の態度を変えることを目的とするものである；
[bookmark: _Hlk206786739]アルバータ州、ノースウエスト準州、オンタリオ州は、胎児性アルコール障害（FASD: Fetal Alcohol Spectrum Disorder）についての認識を高めるための投資を行なってきた。これらの地域は、妊娠中のアルコール摂取のリスクに関する情報を共有する公共キャンペーンを展開し、国民の考え方を変え、カナダがFASDについての議論のあり方を再考する助けとなるような、尊厳を促進するメッセージを発信している。 
	報告前の質問事項パラグラフ6（b）への回答
(パラグラフ19および27への回答も参照）
（訳注　質問事項パラ6（b）は、知的障害のある人のリーダーシップ、彼らを代表する組織の活動、およびセルフアドボカシーの推進に、彼らの参加を支援するための措置。）
36.	2018年、カナダ政府は自閉症スペクトラム障害（ASD: Autism Spectrum Disorder）のあるカナダ人への支援を強化するために資金を提供した。これには、自閉症・知的障害知識交流カナダネットワーク（AIDE:  Autism and/or Intellectual Disability Knowledge Exchange Network Canada）の設立が含まれ、オンライン情報資源、サービス目録、雇用機会、そして全国の家族のための、その特定のニーズに基づいた地域プログラムを開発する。
37.	2014年から2021年まで、カナダ政府はReady, Willing and Able（準備も意思も能力もある）に資金を提供した。これは、雇用の機会をマッチングして、知的障害のある人やASDの人の雇用成果を改善することを目的とした、第三者機関を通じて提供される事業である。
38.	カナダ政府は、ASDの人とその介護者の健康と福祉を向上させるために、州・準州政府、家族、関係者と協力して自閉症国家戦略を作成することをコミットした。この戦略のための公開協議は、社会的インクルージョン、経済的インクルージョン、エビデンスに基づいた支援に焦点を当てている。
39.	州・準州政府はまた、代表団体との協力を通じて、障害のある人、特に知的障害のある人のリーダーシップを促進するための措置を講じている。例えば：
ケベック州では、知的障害のある人は、ケベック州の医療・社会サービスネットワークが提供するさまざまな特定の専門サービスを利用することができる。2017年、ケベック州政府は「自閉症スペクトラム障害に関する行動計画 2017-2022 ―本人と家族のための基盤整備」（Plan d'action sur le trouble du spectre de l'autisme 2017-2022-Des actions structurantes pour les personnes et leur famille）を採択した。この計画は、ASDの人とその家族のニーズへの対応を改善することを目的としている。この行動計画では、ASDの人の潜在能力を最大限に引き出し、充実した生活を送り、家族をサポートするために、10の主要目標と35の調整措置を挙げている；
アルバータ州の職業移行プログラム（Transitional Vocational Program）は、発達障害のある学習者が、雇用機会をうまく利用し、地域社会で自立して生活するために必要な生活技術と職業訓練を提供することを目的としている。 
アクセシビリティ
	報告前の質問事項パラグラフ7への回答
（訳注　質問事項パラ7は、様々な州や準州の、物理的環境、交通、その他のアクセシビリティの状況とその評価の情報。またそれぞれの政府が条約の順守状況を監視しているかどうか。）
40.	カナダ建築・消防基準委員会（CCBFC: Canadian Commission on Building and Fire Codes）は、安全で、アクセシブルで、エネルギー効率の高い建築に関する要件を定めた国家建築基準を策定・更新し、これはカナダ国家研究会議（National Research Council of Canada）が5年ごとに発行している。この建築基準は、州・準州の規則に採用され、州・準州政府や市町村によって施行される。2020年全国モデル建築基準は、2021年12月に発行される時点で、建築物へのアクセシビリティ規定の拡充が盛り込まれる予定である。さらにCCBFCは、アクセシビリティ、出入りしやすさ、訪問しやすさなど住みやすい地域社会を、2025年の基準策定サイクルの優先事項としている。 
41.	2019年、カナダ政府は障害のある人と共同開発した「カナダ公共サービス・アクセシビリティ戦略（Accessibility Strategy for the Public Service of Canada）」を発表した。政府の建物の一部でアクセシビリティ評価が実施されており、施設のアクセシビリティを向上させる機会を特定するため、障害のある人と協議しながら試験的な取り組みが行われている。カナダの国会議事堂のアクセシビリティを確保するため、政府は、さまざまな障害者団体で構成されるアクセシビリティ諮問委員会（Accessibility Advisory Panel）と緊密に協力しながら、「ユニバーサル・アクセシビリティ見直しと評価・行動計画（Universal Accessibility Review and Action Plan）」を策定した。
42.	カナダ政府は、障害のある人のためのアクセシブル交通規則（ATPDR: Accessible Transportation for Persons with Disabilities Regulations）および新しいアクセシブル・交通計画・報告規則（ATPRR: Accessible Transportation Planning and Reporting Regulations）を通じて、連邦管轄内の交通に取り組んでいる。両規制の策定には、カナダ運輸庁のアクセシビリティ諮問委員会、障害者団体の代表、運輸業界、その他の関係者との協議が行われた。ATPDRの要件のほとんどは2020年に発効し、これには交通サービス提供者への介助犬受け入れの要件も含まれる（質問パラグラフ20参照）。一部の規制対象事業者は、2022年12月31日からATPRRに基づく義務を負うことになる。 
43.	国際的には、カナダ政府は、航空旅行での移動補助具の安全な保管と輸送に関する勧告を作成する作業部会を設置し、国際民間航空機関を通じて国際作業部会を主導し、航空におけるアクセシビリティに関連する規制、法令、政策の大要を作成した。
44.	2018年、カナダ ラジオ・テレビ・電気通信委員会（Canadian Radio-television and Telecommunications Commission）は、聴覚障害のある人や言語障害のある人が中継オペレーターの支援を受けながらテキストで電話をかけたり受けたりできるメッセージ・リレー・サービスへの継続的なアクセスと質の向上を保証する新しい基準を承認した。さらに、テキスト・ウィズ9-1-1（TEXT with 9-1-1）は、カナダのろう者、盲ろう者、難聴者、言語障害のある人が利用でき、緊急時に9-1-1コールセンターがテキスト・メッセージを使って会話することができる。 
45.	さらに、放送局は、NER（単語数・編集エラー・認識エラー Number, Edition error and Recognition error）の認定された評価者による、カナダのNER評価ガイドラインに従って測定された、クローズドキャプションの「NERモデル」で規定されている精度レベル98を達成しなければならなくなった。クローズド・キャプション作業部会は、カナダNERモデルの実施について、初年度（2019-2020年）に報告する。
（訳注　NER評価とは、クローズドキャプション（字幕）の単語数Number、編集エラーEdition error、認識エラーRecognition errorによって、クローズドキャプションの品質を評価するもの。精度レベル98は、例えば字幕100単語のうち、許されるエラーは2単語以内である。）
	報告前の質問事項パラグラフ8（a）への回答
(パラグラフ1への回答も参照）
（訳注　質問事項パラ8(a)は、アクセシビリティに関する法律が整備されているかどうか。「アクセシブル・カナダ法」の状況、州・準州レベルでのその実施確保措置の最新情報、そのような法律が住民族の保護区に適用されているか、を含む。）
46.	2019年に発効した連邦アクセシブル・カナダ法（ACA）は、連邦管轄区域でのアクセシビリティのバリアを、7つの重点分野にわたって積極的に特定・除去・予防することを定めている。それは、雇用、建築環境、情報通信技術（ICT）、ICT以外の通信、物品・サービス・施設の調達、プログラム・サービスの設計・提供、輸送である。2021年12月、アクセシブル・カナダ規則（Accessible Canada Regulations）が発表された。この規則により、連邦政府が規制するすべての事業者は、アクセシビリティ計画と進捗報告書を作成・公表し、アクセシビリティに関するフィードバックを受けるプロセスを確立し、規則で定められたその他の要件を満たすことが義務付けられる。
[bookmark: _Hlk202118125]47.	ACAによってカナダ・アクセシビリティ・スタンダード（ASC: Accessibility Standards Canada）（訳注　ACAに基づく政府機関）が設けられた。ASCは、過半数が障害のある人で構成される理事会を中心に、アクセシビリティ体験者（persons with lived experience）、障害者コミュニティ、産業界、その他の技術専門家と協力してアクセシビリティ基準を策定するための組織である。2021年には、5つの専門委員会がASCの当初の優先課題である「やさしい言葉」、「屋外スペース」、「雇用」、「緊急脱出（出口）」、「建築環境」に焦点を当てた。）ASCはまた、カナダの他の組織と協力して連邦アクセシビリティ基準を共同開発し、カナダにおけるアクセシビリティのシームレスな体験を実現するために州・準州政府（PT）と会合を開いている。州・準州の対策には以下が含まれる： 
（訳注　ASCは2020年に上記5つの優先課題を設定し、対応する5つの専門委員会を2021年から順次設置した。）
[bookmark: _Hlk89726945]2021年6月、ブリティッシュコロンビア州政府は「アクセシブルB.C.法」を制定した。これは、州政府が州アクセシビリティ委員会の助言のもと、雇用、教育、交通、建物、インフラなど、さまざまな分野のバリアに対応する新たなアクセシビリティ基準を策定できるようにするものである； 
2019年、サスカチュワン州は、障害のある人にとってのアクセシビリティのバリアを取り除き、防止することを目的とした新しい法律を導入すると発表した。第1段階の協議（engagement）は2021年2月と3月に行われ、サスカチュワン州の人々がアクセシビリティ法に関するアイデアや提案を共有する機会となった。結果は2021年夏に発表された； 
・ノバスコシア州では、障害のある人が、建物や屋外スペース、インクルーシブな公共教育や中等教育高等教育、雇用、情報通信、商品やサービス、コミュニティ内やコミュニティ間の交通機関を公平に利用できるようにするため、「デザインされたアクセス2030（Access by Design 2030）」戦略を策定した。 
（訳注　Access by Designは、設計段階からアクセシビリティを考慮するという意味。）
		報告前の質問事項パラグラフ8（b）への回答
(パラグラフ21への回答も参照）
（訳注　質問事項パラ8（b）は、公共情報のアクセシビリティを向上させ、特に点字、手話言語、わかりやすい版、その他、代替コミュニケーション手段を利用できるようにする措置。）
48.	連邦・州・準州政府は、公共情報を代替様式で利用できるようにしている。例えば： 
カナダ政府は、代替様式書籍制作移行戦略（Transitional Strategy for the Production of Alternate Format Books）の実施に取り組んでいる。この戦略は、出版元でのアクセシブルな書籍の制作、アクセシブルな書籍へのアクセスを制限する技術格差に対処する新たな解決策、印刷物の利用が困難な人のためのアクセシブルな資料を制作する国内の非営利団体への支援、などを行う。；
2019年、ブリティッシュコロンビア州はアクセシブルB.C.法の準備のために意見を募集した。「アクセシビリティ法制化のための枠組み（The Framework for Accessibility Legislation）」と「アクセシビリティ法制化協議の概要報告書（Summary Report Accessibility Legislation Consultation）」は、DAISY、ASLビデオ、点字など、さまざまなアクセシブルな様式で提供された； 
ブリティッシュコロンビア州は、州のウェブサイトがWorld Wide Web Consortium (W3C) のウェブコンテンツ・アクセシビリティ・ガイドラインのAAレベル(WCAG AA)に準拠することを目指している；
2020年1月より、オンタリオ州政府と立法議会は、すべてのインターネットおよびイントラネットのウェブサイトとウェブコンテンツをWCAG2.0レベルAAに準拠させることを義務付けられている。2021年1月以降、オンタリオ州内の公共部門と50人以上の従業員を抱える民間・非営利団体は、新規および大幅に更新されるウェブサイトとウェブコンテンツをWCAG 2.0 レベルAAに適合させることが義務付けられる；
[bookmark: lt_pId012][bookmark: lt_pId013]2018年、ケベック州政府はウェブサイト・アクセシビリティ基準（Website Accessibility Standards）の要件を満たす新しいウェブサイトを開設した。「政府デジタルコミュニケーションおよびウェブプレゼンスの最適化戦略（Stratégie d’optimisation des communications numériques et des présences Web gouvernementales）」に従い、他の政府ウェブサイトやコンテンツも順次Quebec.ca（訳注　ケベック州政府公式ウェブサイト）の傘下に入り、統合された最初から最後までの（end-to-end）のユーザー体験と調和のとれた環境を提供し、情報共有とデジタルサービスへのアクセスを最適化する。
生命に対する権利
	報告前の質問事項パラグラフ9（a）への回答
（訳注　質問事項パラ9（a）は、安楽死法に基づいて死の幇助を求める障害のある人に対する、代替の選択肢、および適切な緩和ケア、その他の社会的措置の情報。）
49.	カナダでは、意思能力のある成人が、重篤で不治の病気、疾患、障害を持ち、耐えがたい苦痛を受け、その苦痛を和らげることができず、その医学的状況が進行し、不可逆的な能力の低下によって特徴づけられる場合、医療介助死（medical assistance in dying, MAID　訳注　安楽死、尊厳死とも訳される）を自発的に要請することができる。また、MAIDを合法的に受けることができるのは、「緩和ケアを含め、苦痛を和らげるために利用可能な手段を知らされた上で」インフォームド・コンセントを行なった場合のみである[footnoteRef:5]。 [5: 		カナダの刑法（Criminal Code）] 

[bookmark: _Hlk206179325]50.		MAIDを受けることができるようになるには、その人の自然死が合理的に予見可能でなければならないという要件があった。しかし、ケベック州上級裁判所の裁判官により、自然死が合理的に予見可能であることを要件とする資格基準の無効判決が出た[footnoteRef:6]ことを受け、カナダ政府はこの要件基準を廃止し、死亡が合理的に予見不可能なMAID申請者のための保護措置（safeguards）を追加する法案を提出した。法案C-7として知られるこの法律は、2021年3月に国王裁可を受け、法律となった。 [6: 		トルション対カナダ司法長官事件（2019年ケベック州上級裁判所判例第3792号）（Truchon v. Attorney General of Canada, 2019 QCCS 3792.）この判決は上訴されなかった。（訳注　ジャン・トルション（Jean Truchon）氏ほかが、カナダ司法長官（およびケベック州の検事総長）を相手に起こした訴訟。）] 

51.	新法で制定された措置は、30万通を超える回答が寄せられたオンライン・アンケートによる国民協議で寄せられた意見を反映したものである。さらに、連邦司法大臣、保健大臣、雇用・労働力開発・障害者インクルージョン担当大臣は、専門家や利害関係者を招いて、全国で10回にわたる対面式の円卓会議を開催した。一部の障害者団体は、予見可能な自然死を要件とする資格基準を撤廃することは、他の個人的特徴（訳注　人種、性別、年齢など）は理由とされないのに、障害や病気が生命を絶つ正当な理由になることを懸念した。さらに、重大な障害とMAIDの資格を同一視する法律は、憲章第15条（平等権）に違反するとして争われることになると主張した。また、保護措置の「2トラック（two‑track）」システム（すなわち、死亡が合理的に予見可能な人に対する保護措置と、死亡が合理的に予見できない人に対する追加的な保護措置のセット）は、死に瀕している人に新たな負担をかけない一方で、弱い立場にある可能性のある人を保護するための良いアプローチであるという意見もあった。この制度は新しい法律に盛り込まれている。
52.	MAIDは、連邦政府が刑法に責任を持ち、州・準州（PT）政府が医療に責任を持つという、2つの政府秩序の間で共有される責任である。そのため、州・準州政府は、MAIDへの合理的かつ安全なアクセスを確保するための追加措置を講じている。例えば： 
[bookmark: _Hlk104808332]アルバータ州保健サービス（AHS: Alberta Health Service）は、患者、家族、医療提供者のための単一の窓口となるMAIDケア・コーディネーション・サービス（MAID Care Coordination Service）を開発した。これはAHSの専門サービスで、アセスメントの手配から書類の記入、MAIDを実施する医師の調整まで、MAIDの全プロセスの調整を支援する。ケア・コーディネーション・サービスは、患者と家族に対して、教育や支援の情報とアクセスを提供し、MAIDサービスを含むすべての終末期ケアの選択肢につなげることでサポートする。また、MAIDやすべての終末期ケアの選択肢に関連するケアやサービスを調整し、教育、リソース資料、専門相談サービスと連携できるようにすることで、医師（medical practitioner）をサポートする； 
ケベック州では、終末期医療法（la Loi concernant les soins de fin de vie）が、重篤な不治の病に罹患した場合などにMAIDを取得するための条件を定めている。また、ケベック州には、終末期医療委員会（Commission sur les soins de fin de vie）があり、終末期医療に関するあらゆる問題を検討し、MAIDに関する具体的要求の適用の監視を任務としている。
	報告前の質問事項パラグラフ9（b）への回答
（訳注　質問事項パラ9（b）は、「安楽死に関する国内データ基準と独立した監視機構を確立し、法律と規則が厳格に遵守され、障害のある人の生命が外部からの不当な圧力にさらされないようにするための情報。）
[bookmark: _Hlk206180478]53.	2018年、連邦規則により、カナダにおけるMAIDの監視体制が正式に定められ、MAIDの要請と提供に関する医師の報告義務と、MAIDの薬剤を調剤する薬剤師の報告義務が規定された。 
54.	モニタリング体制は、法律がどのように機能しているか、MAIDを利用する資格基準がどのように適用されているかを説明するために、次のような基幹統計データを使用している。
・MAIDの書面による要請とその結果
・MAIDを要請する患者とMAIDを受ける患者の状況
・MAIDを要請する患者の特定の社会人口統計学的特性。
どの利用資格基準が適用されているかに関するデータも収集される。例えば、医師は、患者のMAIDの要請が自由かつ自発的になされたものであり、外部からの圧力や強制の結果ではないことを判断するために、その自発性を評価・検討しなければならない。
[bookmark: _Hlk104808549]55.	旧法案C-7は、カナダでMAIDがどのように実施されているかをより総合的に把握するため、データ収集と報告を拡大し、連邦MAID監視体制を強化した。変更点には、MAIDの要請後のすべての評価に関するデータ収集を可能にすることや、人種、先住民のアイデンティティ、障害に関連する新たなデータ収集要件を定める規制制定権限の拡大などがある。MAIDの実施やその背景における個人的または制度的な不平等や不利益の存在を検出するのに役立てるためである。カナダ保健省は現在、これらの変更に合わせてモニタリング規制の更新を進めており、新しい規制は2023年に最終決定される予定である。
56.	カナダ政府はカナダにおけるMAIDを監視する（monitoring）責任があり、州・準州（PT)はMAIDの提供を監督する（providing oversight）責任がある。これは、個々の医師または上級看護師（nurse practitioner）が適用基準を遵守していることを確認し、守らせるためである。 
57.	ブリティッシュコロンビア州、アルバータ州、サスカチュワン州、マニトバ州、ケベック州など一部の管轄区域では、MAIDが適用基準に従って提供されていることを確認するための審査委員会を設けている。各州・準州（PT)の医学、看護学、薬学の規制機関もまた、MAIDの合法的な実践を促進し、医療専門家が専門家としての行動原則と確立されたケア基準に従って行動することを保証する責任を負っている。 
58.	2021年、規則に基づき収集されたデータを用いて、カナダにおけるMAIDに関する第2回連邦年次報告（2020年）が発表された。そこには、緩和ケアと障害者サービスの利用と利用可能性に関する情報が含まれている： 
MAIDを受けている人の82.8％が緩和ケアサービスを受けていた、とその人の担当医師から報告されている（2019年は82.1％）；
報告した医師によれば、MAIDを受ける前に緩和ケアサービスを利用しなかったMAID利用者のうち、大多数（88.5％）はこれらのサービスを利用できたであろうという（2019年は89.6％）；
MAID利用者の43.6％が障害者支援サービスを必要としていると報告され（2019年は41.2％）、その90％がこれらのサービスを受けていた（2019年は89.8％）。
危険な状況および人道的緊急事態 
		報告前の質問事項パラグラフ10および18（b）への回答
（訳注　質問事項パラ10は、総括所見の委員会勧告のパラ26 (a)から(c)を実施する措置の情報。パラ18（b）は、「移民・亡命手続きに関する情報を、障害のある人がアクセシブルなフォーマットで入手できるようにする措置。）
59.	移民・難民へのカナダ政府の定住プログラムには、定住サービスへのアクセスを容易にするための、障害やサービスに関するさまざまな支援（a rage of provisions）に資金を提供する支援サービス系統（Support Services stream）が含まれている。また定住プログラムは、定住サービス提供機関を利用しやすくする支援もしている。
60.	2020年、定住プログラムは、障害のある人など、固有のバリアのある利用者への支援を改善することを優先し、顧客のニーズに対応するために、個別に応じた（customized）、または拡張されたサービスを導入した。 
61.	移民医学診断（IME: immigration medical examinations）のための委員会委員指針（Panel Member Guide）には、反差別規定があり、IMEの受診時に付き添いを求める申請者の権利を取り上げている。この規定は、すべての申請者に平等な権利の原則を適用し、申請者の文化的ニーズや、精神的・身体的障害のニーズなど、その他のニーズに対応するよう委員会の医師に指示している。
62.	2017年、カナダ政府は暫定連邦医療プログラム（IFHP: Interim Federal Health Program）を拡大し、カナダに向かう難民に対して移動中の医療支援（in-transit medical support）を適用することで、特別な医療支援を必要とする難民の、安全でタイムリーな移動を確保した。カナダ国内では、IFHPは州・準州（PT)が提供する保険と同様に、難民や庇護申請者に限定的で一時的な医療給付を提供する。障害のある人のための支援には、視覚・聴覚補助具、飲食補助具、移動補助具、個人支援員、セラピーなどの提供がある。 
63.	州・準州（PT)政府は、障害のある亡命希望者や難民が政府のプログラムやサービスを利用できるような措置を講じている。例えば：
アルバータ州支援連絡センター（Supports Contact Centre）では、高齢者、障害のある人、求職者、親や家族、ホームレス、経済的支援、虐待、家庭内暴力防止などについての、30以上のプログラムと120以上のサービスに関する情報を、州内全域で100以上の言語とテキスト電話で提供している（質問7参照）；
オンタリオ州は、新住民定住プログラム、言語通訳サービス、成人語学研修など、障害のある新住民のニーズを支援するサービスに資金を提供している。
64.	国際協力に関して、カナダのアプローチは2019年に発表された「人道活動におけるジェンダー平等（Gender Equality in Humanitarian Action）」に明確に示されている。これは、すべての人道事業が、設計、実施、監視、評価の際に、障害を含む交差的アプローチによるジェンダー平等への配慮を取り入れること、また、性別、年齢、障害、その他の多様性要因によって分類されたデータの収集と分析を支援することを求めている。カナダはまた、障害のある人に特有のニーズと優先事項に対処するため、決議が行われるようなものも含めた国際的な場において、分類されたデータについて提唱している。
法律の前にひとしく認められる権利
	報告前の質問事項パラグラフ11への回答
（訳注　質問事項パラ11は、法的能力を認めるための一貫した枠組みを確保し、その行使に必要な支援へのアクセスを可能にし、条約第12条（4）に対する締約国の留保を撤回するための措置の情報。あらゆるレベルの法令で、排除規定を撤廃し、支援された意思決定のための規定を導入する措置の情報。意思決定の代替措置および意思決定の支援を受けた障害のある人の動向のデータ。）
65.	所得税法の中の、登録障害者貯蓄プラン（Registered Disability Savings Plan, RDSP）を開設・運用することができる者に関する規定は、支援付き意思決定や代理意思決定を含む、州・準州（PT)で実施されている法的代理権の枠組みに依拠している。 
66.	2019年、カナダ政府は、障害のある人が意思決定を行使する際に直面するバリアについての理解を深めるために、また、支援付き意思決定をより良く実施するツールの開発とテストを行うために、障害者団体の研究プロジェクトに資金を提供した。
67.	2021年以降の課税年度において、RDSPの利用者（beneficiary）がカナダ政府の障害者税額控除（DTC: Disability Tax Credit）を受けられなくなったことを理由にRDSPを閉鎖する要件は撤廃された。加えて、利用者がRDSPを継続ために必要とされていた、将来DTCの受給資格を回復する可能性があることを証明する、医師または看護師による証明書も、不要となった。経過措置として、2019年3月18日以降、2021年までは、RDSP利用者がDTCを受け取る承認を失ったという理由だけで、RDSP発行者がRDSPを終了する必要はないとされた。これらの制度強化は2021年に国王裁可を受け、2021年1月1日に遡ってカナダ障害者貯蓄規則（Canada Disability Savings Regulations）の関連改正が施行された。
68.	州・準州（PT)の措置は以下の通り： 
2020年6月、ケベック州は、民法、民事訴訟法、公共後見人（Curator）法、および人の保護に関する諸規定を改正する法律[footnoteRef:7]を採択した。この法律は、人の自律を促進し、弱い立場にある人に提供される保護を改善することを目的としている。2021年3月時点で、13,426人が公的保護体制下にあり（under a public protection regime）、1302人が保護委任（under a protection mandate）を受けていた。公的後見人の管理下にない人々については、私的保護体制（protection regime）下に9,799人がいた。まとめると、36,317人[footnoteRef:8]）が私的または公的な保護体制下にあった； [7: 		2020年法律第11章。この法律は、2021年10月1日に発効する第153条（2）項を除いて、まだ発効していない。]  [8: 		実際の総人数は35,524人と思われる。一人の人が公的な保護制度と私的な保護制度を同時に利用していることがある。このため、措置の種類別の人数の合計は、対象者の実人数とは一致しない。] 

（訳注　保護委任とは、判断能力のあるうちに、誰に自分の世話や財産管理を任せたいかを自分で選ぶ制度で、日本の任意後見制度に似たもの。）
2019年、ニューブランズウィック州は、3つの法律に代わって、「永続的委任状法（Enduring Powers of Attorney Act）」を制定し、法律を明確にした。新法は、誰が任命されるのか、その人はいつ権限を行使できるのか、その人の義務は何か、患者が医療意思決定者を任命したり医療指示書を作成したりした場合に医療提供者は何をしなければならないのかなど、永続的委任状と医療指示書のあらゆる側面について規定している。また新法には、（説明）責任を向上させ、金銭的虐待の可能性を減らすための措置も含まれている。
（訳注　3つの法律とは、Property Act（財産に関する代理権の規定）の一部、Infirm Persons Act（判断能力の低下した人のための個人ケア代理権の規定）の一部、Advance Health Care Directives Act（医療ケア指示に関する単独法）である。）
69.	障害のある人の意思決定を支援するプロセスを改善する方法について、政府間で議論が続けられている。
	司法手続の利用の機会
		報告前の質問事項パラグラフ12（a）への回答
（訳注　質問事項パラ12（a）は、障害のある人が裁判を受けるにふさわしくない、提訴するにふさわしくない、刑事訴追を受けることができない、刑事責任を免除される、と宣言される手続を法律から廃止するために採択された措置の情報。）
70.	カナダでは現在、精神障害を理由に裁判を受ける資格がない、あるいは刑事責任を負わないと判断することに関して、法律を廃止または改正する計画はない。そうすることは、重大な精神疾患のある個人の憲法で保護された権利に重大な影響を与えることになる。 
		報告前の質問事項パラグラフ12（b）への回答
（訳注　質問事項パラ12（b）は、障害のある人、とくに精神障害、知的障害、自閉症の人が、その権利の保護を請求するための情報や申請手続きを利用できるようにする措置。）
71.	カナダの2017年の事前質問事項への回答のパラグラフ35～36で提供された情報に加え、連邦・州・準州政府は、障害のある人が情報および申請手続きにアクセスし、権利の保護を請求できるようにするための措置を講じている。例えば：
2014年以来、カナダ司法省は多くの連邦行政機関と協力し、司法へのアクセスを改善するための慣行を特定するために、連邦政府および市町村のための司法へのアクセス指数（Access to Justice Index）を開発してきた。この指標は、行政機関へのアクセス（物理的アクセスやテクノロジーを通じたアクセスを含む）、プロセス、コスト、結果の4つのカテゴリーに分けられたオンライン自己評価ツールである； 
アルバータ州の成年後見・信託法（Adult Guardianship and Trusteeship Act）は、知的障害のある人に適用される。個人が個人的な法的事項について能力を欠いている場合、この法律では、その領域に関する権限を持つ後見人を任命することができる。後見人は、法律扶助を申請することができる。法的な問題が金銭的なものであり、本人に能力がない場合は、管財人が任命され、能力を失った人に代わって請求を進めることができる； 
オンタリオ州では、司法省の各裁判所に裁判所アクセシビリティ・コーディネーター（accessibility coordinator）が配置されており、障害のある人のためのアクセシビリティに関する情報を提供したり、裁判所のサービスや手続きにおける配慮の要求を促したりするための主な窓口となっている。提供される配慮やサポートの種類は、個人の障害や裁判所に来る目的によって異なる。 
	報告前の質問事項パラグラフ12（c）への回答
（訳注　質問事項パラ12（c）は、連邦、州、準州レベルで、障害のある人の権利侵害の訴訟提起時の法律扶助サービス、その他の支援の地域格差を是正する措置。）
72.	カナダ政府は、社会的に弱い立場にある人への法律扶助サービスに関する地域格差を是正するため、カナダにおける法律扶助に対する多面的かつ複数年にわたるアプローチに着手した。2018年には、主に社会的に弱い立場にある人に法的支援を提供することを目的とした、職場でのセクハラに対処するための5年間にわたる資金提供が発表された。
73.	州・準州（PT)政府の施策の例としては、以下のようなものがある： 
ブリティッシュコロンビア州では、法律扶助BC（Legal Aid BC）が、法律扶助やその他の司法サービスへのアクセスを確保するための地域事務所、地方機関、および地域の協力者（community partners）のネットワークを持っている。法律扶助BCは、州全体で50以上の場所で法律扶助の申請を受ける。さらに、ブリティッシュ-コロンビア州は、貧困法、移民、住宅を含む法律の様々な分野での助言や代弁を提供する、州全体で7つの法律相談クリニック（legal clinics）を設立するために資金を提供した。これらのクリニックの1つである障害者連盟BC（Disability Alliance BC）の障害者法クリニック（Disability Law Clinic）は、障害者法を中心に、低所得で生活する障害のある人に無料で法的助言と代弁を行なっている； 
[bookmark: lt_pId021][bookmark: lt_pId024]ケベック州法律サービス委員会（Commission des services juridiques）は、11の地域法律扶助センターを設立し、ケベック州の全行政地域にサービスを提供している。法律サービスは、法律センターに雇用された弁護士か、法律扶助の委任を受けて依頼人の代理人となることに同意した個人事務所の弁護士によって提供される。法律扶助ネットワークは、ケベック州の83の市と町に事務所があり、合計105ユニットである。このうち、8つの事務所がフルタイム、18の事務所がパートタイムで稼働している。
		報告前の質問事項パラグラフ12（d）への回答
（訳注　質問事項パラ12（d）は、障害のある人による司法へのアクセスに関する権利に焦点を当てた、カナダ司法審議会が開発した研修プログラムの成果。およびカナダ被害者権利章典法に基づく司法部門、警察、刑務官のためのその他の関連研修活動の成果。）
74.	2017年LOI回答書の37-38項で提供された情報に加え、連邦・州・準州政府は、障害のある人の権利を促進するために、司法、警察、刑務所の職員に研修を行なっている。例えば： 
[bookmark: _Hlk89355996]司法の独立という憲法上の原則を尊重するため、カナダにおける司法教育は司法当局によって管理されている。カナダ司法審議会は、裁判官が社会的に弱い立場にある人が直面する課題を確実に認識できるよう、社会的背景に関する教育を義務付けている。また、法廷手続きにおける障害のある人やその他の弱い立場にある人への配慮に関する実践的なガイダンスも義務付けている。2019年、オンタリオ州の新任裁判官は、臨床心理学者から、子どもの証人や知的障害や精神疾患のある証人が証言する際に参考となる、関連する発達上の問題や証言上の配慮について教示を受けた；
2019年国際障害者デーの一環として、カナダ政府は連邦被害者戦略（Federal Victims Strategy）を通じて、被害者サービス提供者やその他の刑事司法専門家を対象としたアクセシブルな知識交換シンポジウムを開催した。このシンポジウムは、障害のある人への暴力への対応に焦点を当て、障害のある被害者のための司法制度とサービス対応のアクセシビリティを向上させる方法についての研修を行なった；
[bookmark: lt_pId025]マニトバ州の地域生活サービスの障害プログラム（Community Living disability Services program）は、社会的に弱い立場にある人が逮捕され、州の矯正施設に収容された場合にとるべき州全体のプロトコルを、マニトバ司法省と緊密に協力して開発した。現在では、社会的に弱い立場にある人と矯正システムの双方に適切な支援が提供されるような手順が定められている。さらに、すべての検察職員は、マニトバ州のアクセシビリティ関係法に関する研修を受けることが義務付けられている；
法律扶助とその他の法律サービスに関する法律（Act respecting legal aid and the provision of certain other legal services）を担当するケベック州法律サービス委員会（Commission des services juridiques）は、その職員や協力者に対して啓蒙・研修活動を行なっている。そのために、関係するすべての職員に「法律扶助要求の処理に関する方針（Politique de traitement des demandes d’aide juridique）」と「法律扶助要求の処理における記録に関する方針（Politique de documentation dans le traitement des demandes d’aide juridique）」を周知させている。さらに、研修や「ウェビナー」型カプセル（“webinar” type capsules）の作成は、ネットワーク全体における法律扶助申請の首尾一貫した均一な処理を保証するために、すべての専門職が利用できる共通のツールの一例である。 
身体の自由及び安全
	報告前の質問事項パラグラフ13（a）への回答
（訳注　質問事項パラ13（a）は、機能障害を理由とする、障害のある人の非自発的拘禁と入院の廃止。）
75.	2017年LOI回答書の39-40項で提供された情報に加え、州・準州（PT）政府は、特に知的障害や精神障害のある人の場合、犯罪行為に関与した人、または公共の安全へのリスクをもたらし、拘留または入院が必要な人の権利を保護するための措置を講じている。例えば：
ノバスコシア州では、非自発的精神科治療法（Involuntary Psychiatric Treatment Act）の規定により本人の意思に反して病院に収容された人は、患者の権利アドバイザーを利用することができる。このアドバイザーは、同法に基づいて入院した患者が自分の権利を理解するために、また権利を保護するために適切な手続きが踏まれるように支援する； 
ノースウエスト準州では、2018年に施行された新しい精神保健法（Mental Health Act）が、精神保健上の危機を経験した人の短期的な評価とケアの指針となっている。個人の権利と安全に強く焦点を当てたこの法律には、評価、ケア、治療のために施設に収容される非自発的患者に関する規定が含まれている； 
プリンスエドワード島では、精神保健法の下、障害のみを理由に収容されることはない。強制的に入院させられた人は、最大72時間まで入院、拘留、拘束、観察されることがある。 
		報告前の質問事項パラグラフ13（b）への回答
（訳注　質問事項パラ13（b）は、連邦、州の刑務所や拘禁施設に拘禁されているすべての障害のある人に対する、個別的支援ガイドラインの採択、実施。）
76.	連邦・州・準州政府は、拘禁された障害のある人のニーズを評価するための措置を講じている。以下は、刑務所または拘置施設に拘禁されている障害のある人への個別的支援の例である。 
カナダ政府の精神保健戦略には、被収容者（inmate）のスクリーニングとケアのための5つの主要な要素が含まれており、それは入所時の精神保健スクリーニングから、一次的および中間的な精神保健ケア、精神科病院でのケア、地域社会への釈放のための移行ケアまで多岐にわたる。個々の被収容者のニーズに基づいて、個別の治療計画と手順(protocols)が作成される；
カナダ政府の女性施設での集中的介入戦略は、最大限の安全保障が必要な女性被収容者や精神保健上のニーズを持つ女性被収容者に適用されるサービス、介入、適切なセキュリティ措置の枠組みを提供する。さらに、強化支援ハウス（Enhanced Support Houses）は、認知能力の制限や精神保健上の必要性があり、地域型の生活環境では効果的に機能できない女性への介入を実施するために、十分な訓練を受けたスタッフを配置している；
[bookmark: _Hlk207219598]・オンタリオ州は、憲章、オンタリオ州人権法典（Ontario Human Rights Code）、オンタリオ障害者アクセシビリティ法（Accessibility for Ontarians with Disabilities Act, AODA）に基づく義務で定められている障害のある被収容者の管理のために、総合的な「障害のある被収容者に関する方針と手続き」を定めている。この方針は、総合的な障害のある人の視点を適用し、ニーズを特定するために被収容者と話し合い、最適なサポートを提供することを含んでいる。
		報告前の質問事項パラグラフ13（c）への回答
（訳注　質問事項パラ13（c）は、刑務所での、知的障害、精神障害のある人、障害のある先住民や移民の過多な割合に対処。）
77.	連邦・州・準州政府は、障害のある人、先住民、移民など、特定の集団が刑務所に過剰に収容されていることに対処するための措置を実施している。例えば、： 
[bookmark: lt_pId027]ケベック州政府は、自閉症スペクトラム障害に関する行動計画（Plan d'action sur le trouble du spectre de l'autisme）2017-2022の一環として、ケベック州の司法制度を適応させ、重篤な精神障害、知的障害、自閉症スペクトラム障害のある人々を支援することを目的とした戦略を実施することをコミットした。これは、「司法分野と精神保健分野の国民協調戦略（Stratégie nationale de concertation en justice et santé mentale）」の採択によって具体化された。この戦略は、以下の指導原則に基づいている：
・個人の権利を尊重し、個々人の特殊性を認識するアプローチを採用する
・インクルーシブなアプローチを支持する
・犯罪被害者の正当な利益への配慮を促進する、また証人の尊重と保護を確保する
・関係者の行動力を理解して、同行と支援に重点を置く
・介入の継続性と補完性を大切にする（favour）
・医療と社会サービスへの普遍的なアクセシビリティを尊重する
・地域の特殊性への配慮を大切にする
マニトバ州のウィニペグ精神保健裁判所（MHC: Winnipeg Mental Health Court）は、週1回開廷される。これは、犯罪関与が精神疾患の直接的な結果によるものである人に、判決前の集中的なサービスとサポートを提供する。統合失調症や双極性気分障害などの重度かつ持続的な精神障害と診断され、一定の罪を犯した人は、MHCの対象となる可能性がある。精神保健裁判MHCでは、禁固刑は下されない。青少年と成人を対象とする胎児性アルコール障害（FASD: Fetal Alcohol Spectrum Disorder）の法廷（court）も同様に、これらの犯罪者の特定のニーズに対応するように意図されている。
拷問又は残虐な､非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰からの自由
	報告前の質問事項パラグラフ14への回答
（訳注　質問事項パラ14は、入所施設、精神科施設、病院などあらゆる環境で、過剰投薬を含む隔離、拘束、その他の形態の制限的慣行をなくすための措置、および刑務所の独房の慣行を見直す措置の情報。既存の機関が、拷問防止のために障害のある人の状況を監視する権限と専門知識をもっているか。拷問及びその他の残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取扱い又は刑罰に関する条約の選択議定書を批准するための措置。）
78.	拷問禁止条約選択議定書（Optional Protocol to the Convention Against Torture）への加盟の可能性を検討中。
79.	連邦・州・準州政府は、入所施設、精神科施設、病院、刑務所、学校での制約的な慣行が根絶されるよう、引き続き取り組んでいる。州・準州（PT)は、拘束や隔離措置の実施時の特定の手順を定めることで、虐待を防止するための具体的なガイドラインや方針を定めている。これらの方針とガイドラインの大半では、医師からの書面による承認を求めている。拘束や隔離措置などは、個人の安全と幸福を保証するために、極端な状況下でのみ使用される。 
80.	これらの政策には、以下のようなものがある： 
・アルバータ州の「発達障害者運営方針｣､｢ケア対象者保護法（Protection for Persons in Care Act）」
・ブリティッシュコロンビア州の｢ケア対象児童および青少年に関する拘束および隔離に関する方針｣､｢医療行為(同意)およびケア施設(入所)法(Health Care (Consent) and Care Facility (Admission) Act）」
・マニトバ州の「ケア施設における拘束の安全な使用に関する大臣指針」、「医療サービス保険法（Health Services Insurance Act）」
・オンタリオ州の「医療行為同意法（Health Care Consent Act）」、「精神保健法（Mental Health Act）」、「2001年 患者拘束最小化法（Patient Restraints Minimization Act）」
81.	2019年、矯正および条件付釈放法およびその他の法律を改正する連邦法（Act to amend the Corrections and Conditional Release Act and another Act）が施行された。これらの改正により、受刑者が一般の（mainstream）受刑者集団内で安全に管理できない場合に使用される、構造化介入ユニット（SIU: Structured Intervention Units）の開設によって、管理分離に代わる新たな連邦矯正モデルが導入された。SIUに収容された受刑者には、有意義な人間関係の機会が提供され、対象を絞った介入、社会的プログラム、登録医療専門家による医療を、継続または開始することができる。その目的はできるだけ早くに一般の受刑者集団に戻り、そこにとどまれるようにすることである。この新しいモデルは、独立した外部監視の対象となり、透明性と説明責任が強化される。
82.	ブリティッシュコロンビア州、マニトバ州、ノースウェスト準州、ヌナブト準州、オンタリオ州、ケベック州は、刑務所や矯正施設における隔離慣行に関する政策の見直しを実施し、国内および国際基準の適用を確実にするための変更を行なった。 
83.	州・準州（PT)は、残虐な、非人道的な、または品位を傷つけるような扱いを防止するために、これらの環境での障害のある人の状況を、確実に監視するための措置を講じている。例えば、マニトバ州、ニューブランズウィック州、ノバスコシア州、およびケベック州では、それぞれのオンブズマン事務所が、拘置所で起こっている公共の関心事について、視察や調査を行うことができる。
搾取、暴力及び虐待からの自由
		報告前の質問事項パラグラフ15への回答
（訳注　質問事項パラ15は、障害のある女性や少女に対する性的暴力を含むあらゆる形態の暴力に対処する措置の情報（特に総括所見のパラ34の勧告を参照）。）
84.	カナダの刑法は、障害のある人の性的搾取を禁止する特定の犯罪（153.1項）など、すべての人を性犯罪から守る強固な枠組みを含んでいる。さらに、被害者の身体的または精神的障害などさまざまな理由で、犯罪が偏見、先入観、憎悪によって動機づけられたという証拠がある場合、カナダの刑法の下では、量刑上の加重要素とみなされる。
85.	2018年に刑法の性的暴行規定の改正が施行され、性的暴行裁判での告訴人のプライバシー、平等、人身の安全の権利の保護が強化された。
86.	2017年、カナダ政府は「今こそ行動の時：ジェンダーに基づく暴力の予防と対応戦略」（It's Time: Canada's Strategy to Prevent and Address Gender-Based Violence (GBV)）を発表した。この戦略は、「予防」、「被害者とその家族への支援」、「対応可能な法制度と司法制度の促進」という3つの柱に基づいている。障害のある人やその他の社会的に弱い立場にある人など、多様な人々を支援するプロジェクトに資金提供（Investment）するものである。 
87.	2019年、カナダ政府の「先住民女性のウェルビーイングに関する諮問委員会（Advisory Committee on Indigenous Women’s Wellbeing）」が設立され、ファースト・ネーションズ、イヌイット、メティスの女性団体が結集し、先住民女性とその家族が安全で健康的な生活を送るために何が必要なのか、それを支援するために政府が果たすべき役割とは何かについて、政府との対話を主導することになった。委員会のメンバーは、家庭内暴力を優先課題としている。
88.	州・準州（PT)政府は、その管轄内で、女性と少女があらゆる種類の暴力から保護されるよう、特に、障害のある人、先住民、人種差別されたコミュニティ出身者などのアイデンティティの交差により、より脆弱な立場にある人びとが保護されるよう、対策を講じている。例えば：
ブリティッシュコロンビア州の「民事没収金活用による犯罪防止・修復助成金プログラム（Civil Forfeiture Crime Prevention and Remediation grant program）」は、地域社会主導のプロジェクトを支援している。助成対象プロジェクトには、障害のある人や先住民の女性や少女を支援することを目的とした、地域社会に根ざした革新的なプロジェクトが含まれている； 
オンタリオ州の障害者支援プログラム（Ontario’s Disability Support Program, ODSP）の方針には、暴力や虐待を受ける可能性がある、あるいはそこから逃れようとしている障害のある申請者／受給者に対する、重要な保護措置／支援が含まれている。さらに、暴力から逃れるために、虐待を受けた女性のための緊急ホステルやシェルターに一時的に居住する障害のある人、または治療を受けるために病院や薬物乱用回復施設に一時的に居住する障害のある人は、地域居住を維持し、経済的自立を支えるため、ODSPの下で全額所得支援を受け続けることができる。
		報告前の質問事項パラグラフ16への回答
（訳注　質問事項パラ16は、ジェンダーに基づく暴力に対する連邦戦略に、障害のある女性や少女に対するあらゆる形態の暴力に対処するための行動指針、具体的なプログラムや目標指針が含まれるようにする措置。女性と少女の人身売買と搾取、それらの被害者の障害の有無」。）
89.	カナダ政府は女性と少女への暴力に対処するため、2つの、異なるが提携した行動計画に取り組んでいる。「ジェンダーに基づく暴力（GBV: Gender-Based Violence）を終わらせるための国家行動計画（National Action Plan to End GBV）」は、「GBVを予防し対処するための戦略（Strategy to Prevent and Address GBV）」によって築かれた基盤の上に構築され、GBVに直面するすべての女性、少女、LGBTQ+、トゥースピリット（Two Spirit）の人々が、保護とサービスを確実かつタイムリーに利用できるようにすることを目指している。
（訳注　トゥースピリットの人々とは、主として北米先住民族の文化に固有の、男女の枠に当てはまらないジェンダー／セクシュアリティを自認する人々。）
[bookmark: _Hlk206587914]90.	「2021年行方不明・殺害された先住民女性・少女・2LGBTQQIA+の人々に関する全国行動計画（2021 Missing and Murdered Indigenous Women, Girls, and 2SLGBTQQIA+ People National Action Plan）」とその連邦パスウェイ（Federal Pathway）は、「行方不明・殺害された先住民女性・少女に関する全国調査：正義への呼びかけ（National Inquiry into Missing and Murdered Indigenous Women, Girls Calls for Justice）」と「真実・和解委員会： 行動の呼びかけ（Truth and Reconciliation Commission’s Calls to Action）」に対応するものである。この計画は、先住民族のパートナーや州・準州（PT)政府と協力して策定された。このパスウェイは、先住民の女性、少女、2LGBTQQIA+の人々が受けている暴力が、体系的な反先住民人種主義、植民地主義、障害者差別、その他の形態の差別の結果であることを認め、交差的視点（intersectional lens）がこの計画の実施に適用されるとしている。
（訳注　2LGBTQQIA+とは、トゥースピリットなどジェンダー的マイノリティの略称。連邦パスウェイとは、連邦の方針、政策。）
[bookmark: _Hlk207997948]91.	GBV 戦略のプログラムを通じて、障害のある女性や少女などGBV の被害者、被害経験者、そしてその家族を支援するための有望な実践に取り組む、60以上のプロジェクトに資金が提供された。加えて、GBV戦略の下、「社会開発パートナーシップ・プログラム― 障害分野（SDPP-D: Social Development Partnerships Program – Disability component）」は、カナダの生涯を通じて人に影響を与える障害横断的な（cross disability）問題と、障害のある女性と少女が直面する主な問題に関する2つのプロジェクトに資金を提供した。 
92.	カナダ政府は、保護区内とユーコン準州にある46の緊急シェルターを運営するための資金を地域社会に提供している。また、先住民族、イヌイット、メティスの女性とその家族のために、保護区内外で行われる地域主導の予防プロジェクトやニーズ調査にも資金を提供している。プロジェクトによっては、暴力防止という観点から、障害のある先住民の女性や子どもの支援に重点を置くこともある。
個人をそのままの状態で保護すること
		報告前の質問事項パラグラフ17への回答
（訳注　質問事項パラ17は、障害のある人、特に知的障害、精神障害のある人に対する強制的または非自発的な不妊手術をなくす措置。その措置を管轄区域を超えて調整する努力。）
93.	強制不妊手術は、人権と医療倫理の重大な侵害であり、カナダでは犯罪行為となる、ジェンダーに基づく暴力の一形態である。1973年以来すべての州・準州で強制不妊手術法は廃止されている。 
94.	法の暴行規定は、触られる人の同意がない限り、いかなる種類の接触も禁じている。これらの規定は医療現場で適用される。意思決定能力がある場合、医師は手術などの医療行為を行う前に、その人からインフォームド・コンセントを得なければならない。
移動の自由及び国籍についての権利
(18(b)についてはパラグラフ10への回答を参照）
		報告前の質問事項パラグラフ18（a）への回答
（訳注　質問事項パラ18（a）は、「高額医療サービスを必要とする外国人の入国を拒否する、移民・難民保護法第38条(1)(c)項を廃止する措置」。18(b)は、「移民・亡命手続きに関する情報を、障害のある人にアクセシブルなフォーマットで入手できるようにする措置」。）
95.	カナダの移民申請者に対する健康状態に関する入国許可規定は、部分的には、カナダの公的資金で賄われる医療・社会サービス制度への影響を軽減するように設計されている。この方針では、外国人が医療や社会サービスに過度の要求があると合理的に予想される健康状態にある場合、その外国人は入国不許可となる。とはいえ、いかなる健康状態であっても、申請者が自動的に拒否されることはない。
96.	移民・難民保護法（Immigration and Refugee Protection Act）は、条約難民（Convention refugees）、被保護者（protected persons）、家族の一部のメンバー（扶養される子供や配偶者など）を含む特定の申請者を過剰要求条項（excessive demand provision）から除外している。2018年、カナダ政府は健康上の入国許可政策を多様性とインクルージョンに関するカナダの価値観に合わせるための一時的な公共政策を実施した。 
（訳注　条約難民とは、1951 年 難民条約（Convention Relating to the Status of Refugees） に基づく、迫害のおそれがあるため自国に戻れない人。）
自立生活と地域社会へのインクルージョン
		報告前の質問事項パラグラフ19（a）への回答
（訳注　質問事項パラ19（a）は、「州、準州の司法管轄区が、施設を閉鎖し、自立した生活のための人権に基づく総合的な支援システムを導入するための戦略の確立策」。）
97.	施設がまだ運営されている州・準州（PT)では、政府は地域に根ざしたサービスを増やす努力を続けている。例えば：
ノバスコシア州は、大規模な入所施設の閉鎖を長期的に計画し、より地域に根ざした支援の選択肢を開発している。入所施設に入所している成人の数は、2014-2015年の1,059人から、2019-2020年には873人に減少した；
マニトバ州では、在宅介護は地域に根ざしたプログラムであり、年齢に関係なく、医療サービスや日常生活活動の手助けを必要とする、受給資格のあるマニトバ州の人に在宅支援を提供している。マニトバ州の在宅介護サービスは、地域保健局を通じて提供される；
ノースウエスト準州の生活支援プログラムは、身体、知的、認知のいずれかに障害があるが、看護を必要としない人に支援と監督を提供する。このプログラムは、障害のある人が可能な限り自立を維持できるように支援しながら、家庭的な環境でサービスを提供する； 
2018年から2019年にかけて、オンタリオ州のパスポート・プログラム（Passport Program）は、発達障害のある成人がより自立した生活を送り、地域社会により深く関わることができるよう、直接資金を提供している。2020年3月現在、52,588人の発達障害のある人がこのプログラムを通じて支援を受けており、2018-2019年から約5,500人増加している。
（訳注　パスポート・プログラムのパスポートとは、「地域社会へ参加するためのパスポート」という意味。直接資金とは、施設経由ではなく、本人や家族に直接支給される資金。）
		報告前の質問事項パラグラフ19（b）への回答
（訳注　質問事項パラ19（b）は、「ファースト・ネーションズまたはイヌイットのコミュニティに住む障害のある人が、保護区内のサービスを平等に利用できるようにする対策」。）
98.	保護区内の医療施設へのアクセスは、カナダ政府の医療施設プログラム（HFP: Health Facilities Program）を通じて確保されている。ニーズと優先順位付けの枠組み（Needs and Prioritization Framework）によってHFPのサービス提供を現在の国の医療施設基準に対応させ、HFPへの資金配分の支援を行なっている。 
99.	カナダ政府の支援付き生活プログラム（Assisted Living Program）は、ユーコン準州および保護区内の、高齢者や慢性疾患のある成人、障害のある子どもや大人の自立を支援するため、医療以外の社会的支援サービスに資金を提供している。 
[bookmark: _Hlk206676382]100.	2018年から2019年にかけて、支援付き生活プログラムのサービスは、約10,450人の在宅ケア利用者、100人の成人里親ケア利用者、1,000人の施設ケア利用者に提供された。2019年には、より包括的な長期ケア戦略を、2年かけてファースト・ネーションズとイヌイットのコミュニティと協力して策定するための資金が提供された。
		報告前の質問事項パラグラフ19（c）への回答
(パラグラフ3への回答も参照）
（訳注　質問事項パラ19（c）は、障害のある人のホームレス問題への取り組み情報（2017年第1次国家住宅戦略の影響の情報を含む）。）
101.	連邦・州・準州政府は、障害のある人のための手頃な価格のアクセシブルな住宅の提供を強化し、これらの人々のホームレス問題に取り組んでいる。例えば：
2017年に開始されたカナダ政府の国家住宅戦略（NHS: National Housing Strategy）は、より多くのカナダ人がニーズに合った手頃な価格の住宅にアクセスできるよう支援する。2019年国家住宅戦略法（National Housing Strategy Act）はNHSを強化するもので、人権に基づくアプローチにより最も弱い立場の人々の住宅ニーズを優先する； 
このNHS法は、手頃な価格の住宅にアクセスするための制度的バリアを調査・報告する連邦住宅権利擁護担当者（Federal Housing Advocate）と、NHSの有効性について住宅・多様性・インクルージョン担当大臣に助言する全国住宅評議会（National Housing Council）を設立している。2019年に開始された地域密着型の「家を得る：カナダ・ホームレス戦略（Reaching Home: Canada’s Homelessness Strategy）」は、ホームレスの予防と削減を目指している； 
全国共同投資基金（National Co-Investment Fund）は、手頃な価格の住宅の新築や修繕のために、低コストの融資や寄付を行なっている。これを受けるには、最低でも住戸の20％がアクセシビリティ基準を満たさなければならない。2027～2028年までに、発達障害のある人向けに少なくとも2,400戸の手頃な価格の住宅を新設することを目標としている； 
ブリティッシュコロンビア州の「BC自立生活（Independent Living BC）」は、BC州住宅（BC Housing　訳注　BCが管轄する法人）、州保健当局、カナダ住宅金融公社（CMHC: Canada Mortgage and Housing Corporation）、非営利および民間の住宅供給業者による連携事業である。このプログラムの支援付き居住ユニット（assisted living units）は、在宅ケアと施設ケアの中間的な選択肢を提供し、個人が自立した生活を続けられるようにする；
「ニューブランズウィック住宅戦略2019-2029（New Brunswick Housing Strategy 2019–2029）」は、CMHCの資金援助を一部受けており、インクルーシブで多様なコミュニティの形成、既存の公営住宅の改築・改修、州全体における手頃な価格の新規住宅の建設などによって、安定的で持続可能な手頃な価格の住宅を支援する施策を盛り込んでいる； 
プリンス・エドワード島の地域アウトリーチセンター（Community Outreach Centre）は、ホームレスの人々をはじめ、コミュニティや政府の支援を必要とする人々が、必要な支援につながるよう支援するコミュニティ主導の事業である。訪問サービスを補完するために、コミュニティで自立して生活できるが、それがきちんとできるには追加的な支援が必要な人のための、28ユニット／20室の移行期住宅（transitional housing）サービスが開設された。こうした取り組みにより、（住宅への）物理的なアクセスが確保されている。 
個人の移動を容易にすること
		報告前の質問事項パラグラフ20への回答
（訳注　質問事項パラ20は、介助犬、盲導犬の使用に関して、障害のある人への差別を撤廃する措置。）
102.	連邦・州・準州政府は、公共空間への平等なアクセスに関して、介助犬や盲導犬を使う障害のある人への差別を撤廃するための措置を講じている。 
103.	カナダの人権法は、介助動物を使って活動する障害のある人への差別を禁止している。さらに、アルバータ州、ブリティッシュコロンビア州、サスカチュワン州、マニトバ州、ニューファンドランド・ラブラドール州、ノバスコシア州には、特定の介助犬／動物法があり、アルバータ州、オンタリオ州、ノバスコシア州には、盲人権利法の下に特定の規定がある。 
104.	ニューブランズウィック州やマニトバ州の人権委員会のように、介助動物を使って活動する障害のある人に配慮するための、具体的な指針を発表している人権委員会もある。 
	表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会
	報告前の質問事項パラグラフ21への回答
(パラグラフ8への回答も参照）
（訳注　質問事項パラ21は、総括所見のパラ40の勧告を完全に実施するために、連邦、州、準州レベルで取られた措置。）
105.	代替様式で情報を提供するために州・準州が実施している措置には、以下のようなものがある： 
アルバータ州では、幼稚園から高校までの教育制度（K-12 education system）で学ぶ、聴覚障害のある生徒のためのリソースを提供している。二言語プログラム（Dual language programs）では、アメリカ手話（ASL）と英語の両方に触れながら、言語能力と読み書き能力を伸ばす二言語カリキュラムを採用している。二言語プログラムの子どもは、第一言語として視覚言語であるASLを身につける； 
オンタリオ州立ろう学校は、幼稚園から高校までの生徒に教育を提供している。この学校では、オンタリオ州のカリキュラムと、地域教育委員会で提供されるコースを並行して教えている。また、ASLと英語、またはケベック手話言語（LSQ: Langue des signes Québécoise）とフランス語によって、生徒の言語習得、学習、社会的発達を促進する、バイリンガル・バイリテラシー教育の学校および寄宿舎プログラム（bilingual-biliteracy school and residence program）を提供している。オンタリオ教育大学 (Ontario College of Teachers)は、ろうの生徒を教えるための追加資格を提供している。これにはASLの3部構成の追加資格コース（AQ: Additional Qualifications course）、LSQの3部構成のAQ、ろうまたは難聴の生徒を教えるためのASL/LSQと呼ばれる専門AQなどがある。 
（訳注　3部構成とは、「基礎」、「応用」、「専門」を指す。）
家庭と家族の尊重
	報告前の質問事項パラグラフ22への回答
（訳注　質問事項パラ22は、「保護区内のイヌイット、メティス、ファースト・ネーションズのコミュニティ内も含め、障害のある子どもの最適な家庭環境を維持するために、州、準州の児童福祉機関から、障害のある親にサービスと支援を提供する措置。また、利用可能なすべてのサービスに関する情報をアクセシブルにする措置」。）
106.	保健・社会サービスの責任は州・準州（PT)の管轄下にあり、カナダ政府は「カナダ医療移転（Canada Health Transfer）」を通じて資金を提供している。2017年には、在宅ケア、地域ケア、緩和ケア、メンタルヘルスと依存症サービスなど、主要な優先分野で的を絞った資金移転を行うことで合意に達した。 
107.	カナダ政府は、保護区内の先住民を含む特定の人々への直接的なサービス提供を担当している。「明るい未来／健康な地域社会の構築」（Brighter Futures/Building Healthy Communities）プログラムは、ファースト・ネーションズとイヌイットの家族と地域社会に資金を提供し、より良い健康のために地域に根ざしたアプローチを開発する。プログラムの設計には地域住民が関与している。
108.	政府の「先住民のための都市プログラム」（Urban Programming for Indigenous Peoples）」は、都心部に住む、または都心部に移り住むファースト・ネーションズ、イヌイット、メティスを支援するためのものである。これは、フレンドシップセンター（Friendship Centre）やその他のサービス提供者などの団体に資金を提供し、総合的かつ文化的に適切な様々なプログラムやサービスを提供し、先住民の親や障害のある子どもなど、最も危険な状況にある地域住民を支援する。
109.	2021年6月、カナダ政府の「先住民族の権利に関する国連宣言法（United Nations Declaration on the Rights of Indigenous Peoples Act）」が国王裁可を受け、発効した。この法律は、連邦政府が長期にわたって宣言を実施するための枠組みを提供する。カナダ政府はこの法律の策定にあたり、先住民族や団体、産業界の関係者を幅広く巻き込んだ。また、法案採択に先立ち、州・準州政府とも協議した。
110.	州・準州（PT)政府が打ち出した家族支援策には、以下のようなものがある：
[bookmark: lt_pId031]ケベック州では、障害のある親は、保健・社会サービスネットワークが提供するさまざまな特別サービスを利用することができる。これらのサービスは、親の役割を含むすべての生活技能を発達させることに重点を置いている。また、両親の状態の評価に応じて、また介入計画に基づいて、両親の仕事を支援するための在宅支援サービスも利用できる； 
2019-2020年のブリティッシュコロンビア州では、先住民の子どもと青少年が保護されている割合は2018-2019年から人口1,000人当たり4人減少し、9％改善した。また、2019-2020年には、保護の懸念があると評価された子どもの91.3％が、家族または拡大家族（extended family）と安全に暮らすことができた。2019-2020年には、保護の懸念があると評価された先住民族の子どもと青少年の86.6％が、家族や拡大家族と安全に暮らすことができた。ブリティッシュコロンビア州 ろう者・難聴者サービス（BC Provincial Deaf & Hard of Hearing Services）からの支援により、30以上のASLビデオが作成され、最も訪問者の多い子どもと家族のウェブページのいくつかにアップロードされた。サービスを利用する子ども、青少年、家族との最近のオンラインのタウンホール（townhall）では、リアルタイム音声文字変換コミュニケーション支援（CART: Communication Access Realtime Translation）によるライブ字幕が提供された；
（訳注　タウンホールは、ここでは行政機関や政治家が、企業の経営者や市民などと直接対話する公開の意見交換会や住民集会。）
（訳注　リアルタイム音声文字変換コミュニケーション支援（CART）は、話し言葉をリアルタイムで文字化して表示する情報保障サービス。）
ヌナブト準州では、児童法（Children's Law Act）に基づき、児童支援ガイドライン（Child Support Guidelines）が、親の離別中の家族への経済的・法的支援を提供している。経済的支援額は、本人あるいは子供障害があるために経済的に不相応な困難（undue hardship）がある場合、個別に計算することができる。現在、政府内で行われている障害関連業務は、胎児性アルコール障害（FASD: Fetal Alcohol Spectrum Disorder）関連のみである。このプログラムはピルカチギート資源センター（Piruqatigiit Resource Centre）によって提供され、イヌイシヴット（Inuusivut）から資金援助を受けている。そのキャンペーンとプログラムは教育と予防に重点が置かれている。クジギアルティイット健康研究センター（Qaujigiartiit Health Research Centre）は、イヌングイニク子育てプログラム（Innuguiniq Parenting Program）も提供している； 
（訳注　児童支援ガイドラインは、離婚や別居をした親の、子どもに対する養育費についての法的ガイドライン。イヌイシヴットは、訳注　自殺予防関連事業を担当する準州政府はい、これで行きましょう。の機関。イヌングイニクはInnuguiniqとなっているが、正しくは Inunnguiniqで、「人を作る」という意味。）
2018年7月、サスカチュワン州は自閉症スペクトラム障害（ASD: Autism Spectrum Disorder）と診断された6歳未満の子どもへの個別助成プログラムを開始した。この事業は、障害のある子どもをケアする家族をよりよく支援し、障害のある子どもの幼児期における介入と支援へのアクセスを改善するという、障害者戦略（Disability Strategy）の勧告に沿ったものである。2021年7月には12歳未満の子どもにも拡大され、11月には助成対象サービスも拡大された。
教育
		報告前の質問事項パラグラフ23（a）への回答
（訳注　質問事項パラ23（a）は、障害のある生徒の特別教育環境を廃止し、連邦政府、州政府、準州政府の管轄権を越えたインクルーシブな教育システムを確立する対策。）
111	カナダの教育制度は、カナダ政府の責任である保護区内のファースト・ネーションズの子どもの教育制度を除き、専ら州・準州政府の責任である。ただし、カナダ政府は、保護区内のファースト・ネーションズの学校内の学校環境や授業方法を直接規制する権限や責任を持たず、分離教育や一般教育を受けている障害のある生徒の個々の状況について報告する立場にない。
112.	州・準州（PT)政府は、障害のある生徒の完全参加を確保できるインクルーシブ教育システムの構築に向けて努力を続けている。2017年の事前質問事項への回答で提供された情報に加え、プログラムと措置のいくつかの例はつぎのとおり： 
アルバータ州では、教育法（Education Act）、アルバータ州人権法（Alberta Human Rights Act）、人権ガイド：高等教育機関での障害のある学生に対する配慮義務（Human Rights Guide: Duty to Accommodate Students with Disabilities in Post-Secondary Education Institutions）が、学生一人一人が学習の機会や成功を収めるために必要な支援を利用できるインクルーシブな教育システムの重要性を反映している。政府は、障害のある学生への支援、サービス、配慮の提供に関連する費用を支援するため、学校管区と高等教育機関に的を絞った資金を提供している； 
ブリティッシュコロンビア州の特別教育方針は、障害のある生徒や多様な能力を持つ生徒が、学習者のコミュニティの一員として完全に参加するインクルーシブ教育システムを推進している。インクルージョンの実践は、必ずしも通常学級への完全な統合ということではなく、配置を超えて、意義のある参加や他の生徒との交流の促進を含むものである。ブリティッシュコロンビア州の14の高等教育カレッジと大学では、知的／認知障害、または学業を達成するうえでのバリアが複数ある成人のための成人特別教育プログラムを提供している； 
過去5年間に、ニューブランズウィック州はインクルーシブ教育政策を明確に理解し、一貫して実施するための戦略と資源を開発した。成功した主な分野としては、次のようなものが挙げられる： 
・高校生のための移行計画の改善と地域社会連携（community partnerships）の構築、
・協力チームの構造強化、
・自閉症学習パートナーシップ（Autism Learning Partnership）の設立、
・児童・青少年への精神保健支援とサービスを提供する統合サービス提供モデルの展開、
・インクルージョン政策の策定とインクルーシブ実践を支援するための、早期学習・保育部門との緊密な連携；
ノースウエスト準州では、インクルーシブ学校教育に関する大臣指令（Ministerial Directive on Inclusive Schooling）により、全ての生徒が年齢相応の仲間と共に、地元コミュニティで質の高い教育プログラムを受けられるようになっている。この指令の実施の中心は、各地域の教育委員会と各学校にいる特定のインクルーシブ・スクーリング（IS: Inclusive Schooling）スタッフである。このスタッフは、地域のISコーディネーター、プログラム支援教師、支援補助者で構成されている。学校内のスタッフは、民族、能力レベル、ジェンダー、性的指向、信条、背景、長所や困難さなどに関係なく、すべての生徒が学校の共同体に完全かつ効果的に参加できるようにする。； 
オンタリオ州では、特別な支援を必要とする生徒は、個々の生徒のニーズに基づいて追加的な支援を受けながら、通常学級に組み込まれる。場合によっては、プロヴィンシャル・スクール（Provincial School）や州立デモンストレーション・スクール（provincial Demonstration School）など、集団生活に伴う集中的な支援によって、学習成果が最も高められることもある。通常学級で完全にニーズを満たすことができない生徒には、間接的な支援を伴う通常学級、リソース支援（resource assistance）を伴う通常学級、部分的な統合を伴う特別支援学級、フルタイムの特別支援学級など、さまざまな就学の選択肢がある。
（訳注　プロヴィンシャル・スクール（Provincial School）は、聴覚障害や視覚障害のある児童・生徒のための専門的な学校。州立デモンストレーション・スクール（provincial Demonstration School）は、重度の学習障害のある児童・生徒のための専門的な学校。いわゆる州立の公立学校はpublic school または publicly funded school と呼ばれる。）
		報告前の質問事項パラグラフ23（b）への回答
（訳注　質問事項パラ23（b）は、障害のある女性や少女、障害のある先住民族などへの教育で、就学・就学の継続促進、教員の研修、機器や教室での支援など、学校およびその他の学習機関での個別的支援の提供に関して、管轄区域全体の活動の調整努力。）
113.	連邦・州・準州政府は、障害のある人の就学と教育への定着を確保するための取り組みを行なっている。例えば、 
カナダ学生資金援助プログラム（Canada Student Financial Assistance Program）は、2つの返済不要の助成金によって、永続的な障害のある学生に的を絞った支援を提供している。また、これらの学生は、学生ローンの返済が困難な債務者を支援する「永続的障害のある債務者のための返済支援プラン（Repayment Assistance Plan for Borrowers with a Permanent Disability）」や、ローン免除を提供する「重度永続的障害者給付金（Severe Permanent Disability Benefit）」を受けることができる；
		教員研修 
[bookmark: _Hlk104812949]アルバータ州では、公認の教育学士プログラムは、教育の質基準（Teaching Quality Standard）を満たす教員を養成しなければならない。この基準の能力には、「多様性が受け入れられ、すべての学生が歓迎され、配慮され、尊重され、安全であるようなインクルーシブな学習環境を確立し、促進し、維持する」という要件がある。教員養成課程では、この能力要件に対応できるよう、さまざまな方法で卒業生を育てていると思われ、ほとんどの場合、「インクルーシブ教育」に直接関連する科目（coursework）が含まれていると考えられる； 
マニトバ州では、特別な学習ニーズがある学生を含むすべての学生を支援するために、教員養成課程で6単位の特別支援教育科目と3単位の先住民問題科目を履修することが、専門教員資格の規則で義務付けられている； 
プリンス・エドワード島の教員は、一定の学業要件を満たせば、教員免許状にインクルーシブ教育の追加指定またはスクール・カウンセリングの追加指定を申請することができる； 
		学校およびその他の学習機関における支援の提供
カナダ政府は、高レベルの特別なニーズがあると確認された保護区内のファースト・ネーションズの生徒に対する、支援機器や設備、言語、教育支援員（paraprofessional）のサービス、適応学習を目的とした教材や資料の変更など、インクルーシブな学校環境における合理的配慮や支援措置提供のための資金を拠出する； 
ブリティッシュコロンビア州、マニトバ州、ニューブランズウィック州、プリンスエドワード・アイランド州、オンタリオ州、アルバータ州、サスカチュワン州、ニューファンドランド・ラブラドール州、ケベック州の州政府は、障害のある生徒に学校での支援を確実に提供するためのプログラムを設けている。これらの支援には、支援機器、支援チーム、コンサルタント、保健サービス、器具購入のための助成金などがある。生徒に提供される支援は、個々のニーズによって異なる。
健康
		報告前の質問事項パラグラフ24（a）への回答
（訳注　質問事項パラ24（a）は、質の高い保健医療サービスを利用する上で障害のある人が直面する、物理的、経済的、態度的なバリアおよびスティグマへの対処。）
114.	連邦・州・準州政府は、保健医療従事者（health practitioner）の研修などによって、障害のある人が質の高い保健医療サービスを利用する際に直面するバリアを取り除く努力をしている。例えば
ヌナブト準州は、障害のある人が必要なサポートを受けられるよう取り組んでいる。サポートは必要に応じて提供される。ヌナブト準州のすべての保健センターは車椅子で利用できる。障害のある人がケアのために移動する必要がある場合は、必要に応じて保健スタッフなどの付き添いが提供される。またヌナブト準州には在宅介護プログラムもあり、自宅での介護や家事支援を行なっている； 
マニトバ州の障害者・健康支援部門（Disability and Health Supports Unit）は、利用資格のある人が一貫した公平かつ効率的な方法で障害者・健康関連支援を利用できるよう、効率的なワンストップ・ショップを提供している。マニトバ州はまた、地域社会に拠点を置く非営利団体とサービス購入契約を結び、障害のあるマニトバ州民の特有のニーズに合わせた健康関連サービスを提供している；
ニューファンドランド・ラブラドール州は、その戦略計画「前へ（The Way Forward）」の中で、複雑な制度的バリアに直面している個人を支援するために、利用者に焦点を当てた介入だけでなく、個別化された資金提供モデル（individualized funding model）を実施することをコミットしている。このモデルは、地域団体や保健・コミュニティサービス省（Health and Community Services）を通じて、地域支援を利用する個人の協力を得て開発された。障害のある人のインクルージョンのための州の枠組み、州の障害関連団体からのフィードバック、障害者権利条約、障害者権利運動に沿ったものである； 
オンタリオ州は、医療制度における障害のある人のアクセシビリティと公平性を確保するための法律や政策などの取り組みを実施しており、これには、オンタリオ・障害者アクセシビリテイ法（AODA: Accessibility for Ontarians with Disabilities Act）の下で今後法制化が進められる保健基準（potential health standard）を開発するための勧告を提供する委員会が含まれている。オンタリオ州は、「保健ケアのナットとボルト」(Nuts and Bolts of Health Care)プロジェクトに資金を提供し、直接支援の専門職が、支援する成人の保健ニーズを理解し、発達障害のある人が保健システムを利用し、このシステムとやり取りするためのツールを修正、開発している；
（訳注　保健ケアのナットとボルトプロジェクトは、発達障害のある人への医療アクセスやサポートを改善するためのプロジェクト。Nuts and Boltsとは慣用句で、「基本（基礎）」、「実際的な仕組みや細部」。）
ケベック州は、「早期対応」（Agir tôt）プログラムを実施している。これは、ケベック州の全地域にコンピュータ化されたプラットフォームを順次配備することにより、子どもの発達上の脆弱性を早期に発見する能力を大幅に向上させるものである。このプログラムはまた、今後数年間にわたって、専門的な早期介入サービスを強化する計画である。これは特別支援プログラム（SNP: Special Needs Program）や、身体障害（PD: Physical Disability）、知的障害（ID: Intellectual Disability）、自閉症スペクトラム障害（ASD: Autism Spectrum Disorder）の各プログラムが提供するサービスを強化し、サービスへのアクセスの遅れを大幅に減らすものである。さらに、ケベック州は2017年に、ケアとサービスの統合という考え方を推進し、個人と生活環境にできるだけ近いサービスの提供体制モデル（organization model）を定義する、障害者サービスを組織するための閣僚参照枠組み（ministerial reference framework）も発表した。個人、その家族、大切な人のニーズがサービス組織の基礎となる。
		報告前の質問事項パラグラフ24（b）への回答
（訳注　質問事項パラ24（b）は、障害のある人が、安全な外科的・内科的中絶サービスやジェンダーをそのまま肯定する総合的ヘルスケアなど、性と生殖に関する健康に関する情報やサービスを利用できるようにする。）
115.	カナダ政府は、「性感染症および血液媒介感染症（STBBI: sexually transmitted and blood-borne infections）に関する汎カナダ行動枠組（Pan-Canadian Framework for Action on STBBI）」と「カナダ政府STBBI5ヵ年行動計画（GC Five-Year STBBI Action Plan）」を通じて、STBBIへの脆弱性を軽減し、障害のある人を含めたカナダ人の性の健康を促進するために活動している。これは、州・準州、ファースト・ネーションズ、イヌイットおよびメティスの人々、地域に根ざした組織、その他のパートナーおよび利害関係者と協力して進められているものである。
116.	カナダ政府は、HIV（訳注　Human Immunodeficiency Virus　ヒト免疫不全ウイルス）やその他の一時的・周期的（episodic）障害のある人々の健康の差をなくすための資金を出している。また、認知障害のある人々やそのサービス提供者が、性の健康やSTBBIの予防、同意関係か虐待・強制（abusive）関係かについてオープンに話し合い、性の健康サービスを利用する能力を高める活動に資金を提供している。
117.	州・準州政府はまた、障害のある人による性と生殖の健康に関連する情報やサービスへのアクセスを支援する措置も実施している。例えば
ブリティッシュコロンビア州のファースト・ネーションズ保健局（First Nations Health Authority）は、生殖医療を含む、文化的に適切で総合的な、また、ウェルネスに焦点を当てた、健康予防・促進サービスへの地理的なかつ公平なアクセスを改善することを目的としている。BC州女性病院・保健センター（BC Women’s Hospital and Health Centre）にある同州のアクセスクリニック（ACCES clinic）では、障害のある女性に、骨盤検査、避妊アドバイス、月経管理、性感染症スクリーニング、その他の紹介業務サービス（referral services）を提供している； 
（訳注　紹介業務サービス（referral services）は、そのクリニック自身では対応できない専門的な治療やサービスなどが必要なときに、適切な専門医、支援機関へ患者を紹介する業務。）
ヌナブト準州では、性的健康プログラムのコーディネーターが作成したプログラム資料に、ジェンダーと障害を取り込んだ表現が取り入れられている； 
2020年、プリンスエドワード島地域生活協会（Prince Edward Island Association for Community Living）に、知的障害のある女性の健康な選択と関係を促進するプロジェクト「マイ・ボディ、マイ・チョイス　知的障害のある女性のための健康的な選択と人間関係の促進（My Body, My Choice Promoting Healthy Choices and Relationships for Women with Intellectual Disabilities）」のための資金が提供された。このプロジェクトは、18歳以上の知的障害のある女性が、対面でもオンラインでも、自分自身の個人的・性的関係に関して安全で健康的な選択ができるように教育するものである。
		報告前の質問事項パラグラフ24（c）への回答
（訳注　質問事項パラ24（c）は、医療処置や治療が障害のある人の自由意志によるインフォームド・コンセントに基づいて行われるよう、地域治療命令や類似の慣行を見直す。）
118.	州・準州政府は、障害のある人へのすべての医療行為が、自由意思に基づくインフォームド・コンセントに基づいて行われることを保証するための法律、方針、規則を定めている。例えば：  
[bookmark: _Hlk207734818]オンタリオ州では、地域治療命令（CTO: community treatment order）は、医師によって発行され、本人またはその代理意思決定者の同意を得て行われる、法的な命令である。CTOは、深刻な精神保健上の問題のある人が地域で生活するために満たさなければならない条件の概要を示す。CTOの対象となることを検討されている人、またはCTOの対象となる人、およびその人の代理決定者は、ともに弁護士を依頼する権利、弁護士に指示する権利（また、その権利を知らされる権利）、権利擁護アドバイザー（rights adviser）に相談する権利をもっている。また、CTOが発出または更新されるたびに、命令の対象者またはその代理人は、CTOを発出または更新するための基準が満たされているかどうかを調査するために、同意・能力審査会（Consent and Capacity Board）に申請することができる；
（訳注　地域治療命令は、入退院を繰り返す精神疾患のある人に、医師が地域での治療を継続することを義務づける法的な命令制度。）
ヌナブト準州では、精神保健法（Mental Health Act）はCTOを認めていない。精神保健と依存症に関するすべての治療において、クライエントのインフォームド・コンセントが確認される。クライエントが後見人の下にある場合は、直ちに後見人が関与する。
労働及び雇用
		報告前の質問事項パラグラフ25（a）への回答
(パラグラフ3（c）への回答も参照）
（訳注　質問事項パラ25（a）は、公共・民間部門での障害のある人の雇用を促進するための、アファーマティブ・アクション施策の成果。）
[bookmark: _Hlk104813097]119.	カナダ政府は毎年、州・準州（PT)との労働力開発協定（WDAs: Workforce Development Agreements）を通じて、個人と雇用主が技能訓練と雇用支援を受けられるよう、9億ドル以上の資金を提供している。障害のある人を対象とした特定の年間資金を出しているこれらの協定は、カナダ政府最大の障害のある人向け労働市場投資であり、また、社会的地位の低いグループのメンバー支援にも利用されている。2021-2022年には、17万人以上の障害のある人がWDAsの下で雇用・訓練支援を受けた。この協定はまた、現在の従業員や新しい従業員を訓練しようとしている雇用主に支援を提供することも可能である。
（訳注　労働力開発協定（WDAs）が複数形になっているのは、この協定が、連邦政府と各州・準州との間で個別に結ばれるものであるため。）
120.	障害のある人は、連邦・州・準州政府が提供するその他のさまざまな技能訓練や雇用プログラムによっても支援されている。
121.	2020年、カナダ政府は多様性とインクルージョンを推進し、その認識を広げるため、「50-30チャレンジ（50–30 Challenge）」を開始した。これは各組織が、カナダ人の理事と上級管理職のうち、50％のジェンダー平等を達成し、30％を排除されがちな（under-represented）グループの内から選ぶことに挑戦するもの。この30％には、障害のある人、人種差別を受けている人（racialized）、黒人または有色人種、2LGBTQ+または性別や性的に多様な人々、アボリジニや先住民族が含まれる。政府は、職場における多様性とインクルージョンを推進するためのツールやリソースの開発に資金を提供している。これまでのところ、1500以上の組織が契約している。
122.	カナダ政府は、障害のある人が自営業を準備、発足、維持し、キャリアアップできるよう、機会基金（OF: Opportunities Fund）を通じて資金を投入している。このプログラムはまた、雇用主が障害のある人を受け入れやすい職場にするための啓発活動やプロジェクトなどの雇用主支援も行っている。OFは中小企業を含む雇用主への支援を強化するため、6年間にわたり追加助成を受けた。 
（訳注　機会基金（OF: Opportunities Fund）は、カナダ政府の、障害のある人の就労支援のための雇用・就業支援資金プログラム。正式名称はOpportunities Fund for Persons with Disabilities。）
123.	障害者インクルージョン行動計画（Disability Inclusion Action Plan）の一環として、カナダ政府は、カナダの障害のある人のための強固な雇用戦略を策定しつつある。これは経済活動へのインクルーシブな再出発を支援し、障害のある人が直面する労働市場への参加への長年の制度的バリアに対処するものである。 
（訳注　障害者インクルージョン行動計画は、上記では「策定しつつある」とあるが、2022年に発効した。）
124.	公務員のためのアクセシビリティ戦略（Accessibility Strategy for the Public Service）の一環として、カナダ政府は、中央一元型職場支援基金（Centralized Enabling Workplace Fund）を創設した。ここには、障害のある公務員のためのポータブルアクセシビリティ「パスポート」（portable accessibility “passport”）や、配慮された機器やサービスの集中「ライブラリ」（centralized “library” of adaptive devices and services）が含まれる。また、障害のあるカナダ人のための連邦インターンシップ・プログラム（Federal Internship Program for Canadians with Disabilities）を導入し、2025年までに5,000人の障害のある人を雇用することを目指している。
（訳注　上記の「パスポート」「ライブラリ」は比喩的な表現。portable accessibility “passport”は異動しても継続して配慮や支援を使えるアクセシビリティの「仕組み」。centralized “library” of adaptive devices and servicesは、必要な支援機器やサービスを中央でまとめて管理・提供する「仕組み」。）
125.	質問事項パラグラフ3で提供した情報に加え、州・準州（PT)の取り組みには以下のものがある： 
マニトバ州は、マニトバ政府多様性・インクルージョン戦略(MGDIS: Manitoba Government Diversity and Inclusion Strategy)とインターンシップ・雇用公平性開発(IEED: Internship and Employment Equity Development)プログラムの下で重要な取り組みを継続的に実施している。MGDISは、サービスの対象の人々を包摂し、その人口構成を反映する模範的な公務員組織を構築するための政府全体の枠組みである。IEEDプログラムは、雇用平等グループ（employment equity groups）の中の、障害のある人を含む有資格者からマニトバ公務員への採用と定着を促進する。2019年5月1日、マニトバ州はまた、マニトバ州の労働力の現在および潜在的な可能性に影響を与えるバリアを取り除き、防止するために、マニトバ人のためのアクセシビリティ法（Accessibility for Manitobans Act）の下でアクセシブル雇用基準（Accessible Employment Standard）を制定した； 
ニューファンドランド・ラブラドール州障害者平等雇用局（Office of Employment Equity for Persons with Disabilities）の雇用サービス（Employment Services）は、障害のある人を雇用するための賃金補助（wage subsidies）を政府部門に提供し、雇用カウンセリング、求職技術、就職斡旋、労働市場情報を個人に提供している。さらに、政府は知的障害のある人の雇用機会を開発・維持するために18の機関（agencies）に資金を提供している。2019-2020年には、1,300人以上がこのプログラムに参加し、681人が雇用された；
ノバスコシア州の雇用支援サービスは、雇用支援および所得支援法（Employment Support and Income Assistance Act）に基づき、以下のプログラムを通じて、公共部門および民間部門における障害のある人の雇用を促進している： 職場支援プログラムのなかの支援機器部門、および職場介助者支援部門；2019-2020年に577人の参加者を支援した作業活動プログラム；
[bookmark: lt_pId038]2019年、ケベック州政府は、第二次「障害のある人の統合と雇用維持のための国家戦略2019-2024： ケベックの豊かな才能のために（Stratégie nationale pour l’intégration et le maintien en emplois des personnes handicapées 2019–2024 : Pour un Québec riche de tous ses talents）」を発表した。この戦略は、障害のある人が労働力の中で最も過小評価されている層の一つであることを認識し、障害のある人の労働市場へのアクセスを容易にして、障害のある人の統合（integration）と定着を促進する； 
ブリティッシュコロンビア州の公務員多様性・インクルージョン戦略は、職場におけるアクセシビリティのバリアを減らすことを目的としており、これには障害のある新卒者を対象としたブリティッシュコロンビア州公務員の12カ月間の有給インターンシップが含まれている。このユニークなプログラムにより、バリアに直面している人々が有給雇用を実現することができる。 
		報告前の質問事項パラグラフ25（b）への回答
（訳注　質問事項パラ25（b）は、障害のある人の保護作業所の閉鎖スケジュールと、地域社会での雇用可能性を高めるための代替措置。）
126.	障害のある人のための保護作業所（sheltered workshops）や分離された職場環境の利用は減少傾向にあり、地域に根ざしたデイサービスや社会的企業モデル（social enterprise models）が支持されている。しかし、カナダではこの種の職場に関する信頼できるデータは限られている。地域社会における障害のある人の雇用可能性を高めるために、州・準州政府が実施している代替措置には、以下のようなものがある：
（訳注　社会的企業モデルは、利益追求が目的ではなく、社会的課題の解決を目指す組織・事業。）
2019年から2020年にかけて、ニューファンドランド・ラブラドール州は州内の5つの地域機関と提携し、自閉症のある人のための雇用移行（Employment Transitions for Individuals with Autism）パイロット事業を導入した。このプロジェクトの目標は、自閉症スペクトラムのある人の新たな雇用機会の創出に必要な支援とサービスを提供することである。パイロット事業の初年度には、各機関が自閉症スペクトラムのある50人に働きかけ、雇用への移行を支援すると予測されている；
アルバータ州所得支援プログラム（Income Support Program）は、雇用準備プログラム、訓練プログラム、学業向上プログラムに参加するために、雇用を探し、就業し、維持するための費用をカバーする雇用訓練と移行支援を提供する。この支援は、支援付き雇用を含む、確定した雇用に就くことを目指している申請者または受給者に提供される。
相当な生活水準及び社会的な保障
		報告前の質問事項パラグラフ26（a）への回答
（訳注　質問事項パラ26（a）は、すべての障害のある人とその家族に十分な生活水準を保証し、また管轄区域間の格差を縮小するための、連邦、州、準州レベルでとられた措置（特に貧困にあえぐ、失業している、定収入がない、障害関連の追加費用を負担している、農村部や遠隔地に住む、先住民族のコミュニティに属する、女性および高齢者、などに留意して）。）
127.	連邦・州・準州政府は、障害のある人とその家族が相当な生活水準を得られるよう支援している。例えば： 
退職後障害給付（PRDB: Post-Retirement Disability Benefit）は、退職年金の受給開始後に障害を発症した、カナダ年金制度（CPP: Canada Pension Plan）加入者を保護するため、CPPの追加給付として2019年に導入された。65歳未満のCPP保険料支払い者で、重度かつ長期にわたる障害のため、実質的に有益な職業に就いて定期的に働くことができなくなった場合、PRDBを受け取る資格を得る； 
2021年、カナダ政府は障害者インクルージョン行動計画（Disability Inclusion Action Plan）の一環として提案されたカナダ障害給付金（Canada Disability Benefit）の設計に州・準州（PT)と協議することをコミットした。連邦・州・準州政府の社会サービス担当大臣は2021年に会合を開き、障害者支援のための協力関係の改善について議論し、再度会合を開いてこの議論を継続することに合意した。カナダ政府はまた、オンライン調査や円卓会議（roundtable discussion）を通じて関係者とも関わり、それを現在も継続中である； 
2020年5月より、ニューブランズウィック州では、拡大給付プログラム（医学的に認定された障害のある人が対象）の単身者の月額社会扶助率を5％引き上げた。2021年4月1日より、この率は障害のある人の購買力を保護するため、ニューブランズウィックの消費者物価指数の変動に連動するようになった；
[bookmark: lt_pId040]ケベック州政府は障害のある子どもへの2種類の経済的支援制度を設けている。障害のある子どもへの補助金（SHC: Supplement for Handicapped Children）と、特別なケアが必要な障害のある子どものための補助金（SHCREC: Supplement for Handicapped Children Requiring Exceptional Care）である。SHCは、家族手当（Family Allowance　訳注　本仮訳書パラ28の訳注参照。）を受給している家庭に支給されるもので、子どもが必要とするケアによる両親の経済的負担を軽減することを目的としている。子どもに数の非常に重度の障害があり、生活能力の習得を妨げられている場合、または少なくとも1年間は自宅での複雑な医療ケアが必要な場合、SHCに追加してSHCRECを受けることができる；
2018年秋、プリンスエドワード島は貧困削減行動計画（Poverty Reduction Action Plan）を発表した。この計画の4つの柱の1つは「最も弱い立場の人々を支援する」であり、障害のある人が低所得で生活するリスクが高いことを認識している。重要な行動課題のひとつは、就労能力が著しく制限されている障害のある人に十分な生活水準を提供するための、所得保障プログラム（Secure Income Program）の開発である。所得確保プログラムは2020年2月に試験的に開始された。
		報告前の質問事項パラグラフ26（b）への回答
（訳注　質問事項パラ26（b）は、2018年第1次貧困削減戦略の実施のための措置、また、反貧困法制のための独立した監視機構設置計画があるか。）
128.	2018年、カナダ政府は「すべての人に機会を-カナダ初の貧困削減戦略（Opportunity for All – Canada’s First Poverty Reduction Strategy）」を発表し、2019年には貧困削減法（Poverty Reduction Act）が成立した。さらに2019年、政府は戦略の最新版を発表し、2020年までに貧困を20%削減するというカナダ政府の中間目標を予定より3年前倒しで達成したことなどの成果を強調した。事実、貧困は2015年の12.1%から2017年の9.5%に減少した。さらに、最新版では障害のある人の貧困は2015年の18％から2017年には14％に減少し、2018年カナダ所得調査（2018 Canadian Income Survey）を通じて発表された新しいデータでは、さらに減少して13.1％になった。
129.	2019年から2020年にかけて、カナダ政府は貧困削減戦略（Poverty Reduction Strategy）に120億ドル以上の新規投資を行い、カナダ児童給付金（Canada Child Benefit）、カナダ労働者給付金（Canada Workers Benefit）、国家住宅戦略（NHS: National Housing Strategy）など、障害のある人が恩恵を受ける取り組みを支援することを約束した。
		報告前の質問事項パラグラフ26（c）への回答
（訳注　質問事項パラ26（c）は、オンタリオ州障害者支援プログラムの増額医療給付に関する指令9.10などで規定された請求可能所得の上限が、障害のある人の生活状況に与えた影響の評価。）
130.	課税対象収入の上限（ceilings on chargeable income）は、オンタリオ州障害者支援プログラム（ODSP: Ontario Disability Support Program）の受給者が、働いている方が常に有利であるようにするものである。ODSPは、本人、その配偶者、および扶養している成人に、財政支援を受けている間、収入を得ることを認めることによって、就労や有給訓練プログラムへの参加を奨励する所得控除を提供している。収入免除額は、受給世帯の成人メンバーひとり一人が雇用、事業、または訓練プログラムによって1か月ごとに稼いだ額のうちの最初の200ドルである。加えて、200ドルを超える収入に対してさらに50％の部分免除がある。つまり、200ドル以上の収入のうち収入1ドルごとに50セントが免除され、残りの50セントが所得扶助から差し引かれる。課税対象収入から控除される額には、さらに、認可保育料の実費または子ども1人につき600ドルの控除、障害のある人が雇用されるために必要となる、障害に関連する費用で最高1,000ドルまでの控除がある。 
131.	ニューファンドランド・ラブラドール州では、所得免除は、就労している所得支援（Income Support）利用者に、月々の所得支援給付金以上の追加所得を確保できるようにし、サポート受給資格を維持しながら就労し、自身と家族をよりよく養う機会を提供する。現在の所得免除の仕組みは、支援サービスを必要とする人が、日々の生活でより大きな困難に直面していること、そして、公平性を確保するためにより充実した財源が不可欠であることを認識している。支援サービスを必要とする人は、所得免除により、より多くの就労所得を維持することができる。
		政治的及び公的活動への参加
		報告前の質問事項パラグラフ27（a）への回答
（訳注　質問事項パラ27（a）は、連邦、州、準州レベルでの、障害のある人の政治的・公的活動への参加を支援し、知的障害、精神障害のある人の投票権を促進するための立法措置やその他の措置。）
132.	カナダ政府は、テレビ放映される国会討論や委員会の字幕サービスを提供している。
[bookmark: _Hlk207997045]133.	連邦選挙管理局(Elections Canada)の障害者問題諮問グループは、選挙サービスの改善や投票のアクセシビリティ向上のための助言を提供している。選挙前や選挙期間中、選挙管理局は障害者団体との提携もして、選挙プロセスへの参加方法に関する情報を共有する。
134.	2019年の連邦選挙に向けて、選挙管理局は、障害のある人の選挙プロセスへの参加に関する認識を高めるために、障害のある人とともに開発したインクルーシブな有権者情報キャンペーンを開始した。自閉症、知的障害や発達障害のある人の参加を促進するために、具体的なアウトリーチの支援活動が行われた。
135.	州・準州政府は、障害のある人の政治的公的活動への全面的な参加を支援している。アルバータ州、ブリティッシュコロンビア州、ニューブランズウィック州、ニューファンドランド・ラブラドール州などの政府は、この分野の政策立案に重要な役割を果たしてきた障害者コミュニティとの関わりのチャンネルを設置している。他の州・準州（PT)が実施している施策の例： 
[bookmark: lt_pId044]ケベック州では、成年者保護（全面的代理）制度（curatorship）の下にある成人は別として、国によって保護されているすべての人が、制限なく市町村選挙や州選挙に参加できる。2022年に成年者保護（全面的代理）制度が廃止されると、その制度の下にある成人は保佐的保護制度（tutorship）に移され、選挙権を回復する； 
（訳注　直訳的には、curatorshipは保佐制度、tutorshipは後見制度と訳されるが、ケベック州の場合、日本の保佐制度、後見制度とは異なり、むしろ逆にちかい意味を持っている。すなわち、tutorship (tutelle)＝部分的な能力喪失の場合の保護制度、curatorship (curatelle)＝全面的な能力喪失の場合の保護制度である。ここでは、それぞれ「成年者保護（全面的代理）制度」、「保佐的保護制度」と意訳した。なお、成年者保護（全面的代理）制度は予定通り2022年に廃止された。）
ノースウエスト準州では、障害者行動計画のビジョンは、使えるあらゆる方法と資源による、準州内でのあらゆる経済・社会生活への、障害のある人の、平等、アクセシビリティ、インクルージョン、参加を特徴としている。
		報告前の質問事項パラグラフ27（b）への回答
（訳注　質問事項パラ27（b）は、選挙近代化法の実施の影響と課題。および選挙キャンペーンに関するアクセシブルな情報へのバリアを取り除くために採用されたその他の措置。）
136.	障害者団体との協議に基づき、連邦選挙管理局は、投票時のバリアを軽減または撤廃するための、以下のような措置を実施してきた： 
・投票所や標識のアクセシビリティの改善
・選挙管理スタッフへの研修の提供
・投票所のアクセシビリティに関する監視とフィードバックのプロセスの導入
・さまざまな投票方法、連絡手段、代替フォーマットや平易な言語による情報の提供
　アクセシブルなキャンペーンについての政党や候補者向けの指針も用意されている。 
137.	2018年、選挙近代化法（Elections Modernization Act）は、配慮措置の適用をすべての障害のある人に拡大し、選挙期間中に登録政党や候補者が障害のある人に配慮を提供するための奨励金制度（financial ncentive）を設けた。 
138.	州・準州（PT)政府は、アクセシブルな段差のない・同一階にある（at-level）投票所、通訳、点字テンプレート、不在者投票、封書投票、投票中の支援、アクセシブルなウェブサイト、字幕付きの説明ユーチューブ・ビデオなど、選挙プロセスでの障害のある人のバリアを軽減するための措置を実施している。具体的な例としては、以下のようなものがある：
2018年のオンタリオ州総選挙では、障害のある人を代表するコミュニティ機関からの意見に応え、障害のある人の選挙中の個人携帯電話や支援機器の使用が許可された。2019年、オンタリオ州選挙管理局は、「投票の選択」（Voting choices　訳注　自分に合った投票方法を選べる）と呼ばれる新しいデジタルアウトリーチ支援キットを開発した。投票へのテクノロジーの導入は、選挙に非常に良い効果をもたらしたと考えられている； 
ケベック州では、2019年秋に提出された法案、「地方選挙及び住民投票に関する法律、地方自治における倫理及び職業規範に関する法律並びに各種法令の改正に関する法律（Loi modifiant la Loi sur les élections et les référendums dans les municipalités, la Loi sur l’éthique et la déontologie en matière municipale et diverses dispositions législatives）」には、市町村選挙中の投票所へのアクセシビリティを改善する条項がある。この改正により、選挙管理者は、投票所を障害のある人が利用しやすい場所に設置できない理由を、選挙後ではなく、選挙前に市町村議会に説明することが義務付けられる。また、選挙管理者は、この件に関する文書をケベック州選挙管理最高責任者に提出することが義務付けられる。またこの改正により、投票所がアクセシブルでない投票区に住む選挙人に対して、自宅での投票を許可することが選挙管理官に義務付けられる。
		報告前の質問事項パラグラフ27（c）への回答
（訳注　質問事項パラ27（c）は、交差する形態の差別に直面する障害のある人の、政治的・公的活動への参加を促進する措置、およびこの点に関する、社会開発パートナーシップ・プログラムの下での市民社会組織への既存の財政支援の見直し。）
139.	社会開発パートナーシップ・プログラム（SDPP: Social Development Partnerships Program）は、広範な社会目標を推進する上で独自の役割を果たすことにより、子どもと家族、障害のある人、ボランタリーセクター、公用語に対するマイノリティコミュニティ、その他の弱い立場にある人に関連するカナダ政府の優先事項を支援するために、戦略的な投資を行う。
140.	SDPPの障害部門（SDPP-D: Social Development Partnerships Program – Disability component）は、非営利団体にプロジェクト資金と運営資金を提供することにより、カナダ社会のあらゆる側面における障害のある人の参加と社会的インクルージョンの向上を目指している。
		特定の義務
		統計及び資料の収集
		報告前の質問事項パラグラフ28への回答
（訳注　質問事項パラ28は、年齢、性別、障害、バリア、雇用可能性、民族、地理的な場所で分類された、障害のある人の状況の量的・質的データの定期的な収集の措置。関連データを普及させ、障害のある人がアクセスできるようにする具体的な措置。）
141.	2017年カナダ障害者調査（CSD: Canadian Survey on Disability）は、長期的な疾患や健康関連の問題により日常生活が制限されているカナダの若者と成人に関する情報を提供している。この情報は、CRPDに基づくカナダの義務に従い、障害のあるカナダ人の社会への完全な参加を可能にするためのサービス、プログラム、政策を計画・評価するために使用される。2022年版CSDは現在作成中で、2023年に新しいデータが利用できるようになる。
142.	先住民族調査（IPS: Indigenous Peoples Survey）は、保護区外に住むファースト・ネーションズ、メティス、イヌイットの社会的・経済的状況に関する全国調査である。IPSは、先住民組織、コミュニティ、サービス提供者、研究者、政府、一般市民など、さまざまな関係者に最新かつ適切なデータを提供することを目的としている。IPS 2022は現在作成中である。
143.	カナダは、先住民団体が多様な集団に関するデータを収集、分析、普及し、ファースト・ネーションズとイヌイットへのプログラムとサービスの開発と提供に役立てることを奨励している。例えば2018年、カナダ政府はイヌイットの全国組織であるイヌイット・タピリット・カナタミ（the Inuit Tapiriit Kanatami）が実施しているイヌイット健康調査に恒久的な資金を提供できるようにした。「カヌピタ全国イヌイット健康調査」（QNIHS: Qanuippitaa National Inuit Health Survey）は、イヌイットが主導し、イヌイットの健康データのニーズを反映したものである。調査結果は、性別、年齢、障害、健康状態、その他のリスク／保護因子別に集計される。
144.	2019年、カナダ政府はファースト・ネーションズ地域保健調査（RHS: Regional Health Survey）に恒久的な資金を提供できるようにした。この調査は、ファースト・ネーションズが所有・運営するファースト・ネーションズ情報ガバナンス・センター（First Nations Information Governance Centre）によって開発、実施されたものである。RHSは、保護区内や北部の地域社会に住むファースト・ネーションズにとって、信頼できる健康データ源であり、その結果は性別、年齢、障害、その他の健康要因別に分類される。RHSの第4期は現在進行中である。
（訳注　RHS第4期は、主として2023年から2025年に実質的なデータ収集・運用が行われた。）
145.	州・準州（PT)政府は、障害のある人の状況に関するデータを収集するためのさまざまな手段を持っている。例えば： 
2019年ノースウエスト準州のコミュニティ調査では、障害のある人のための住宅改造と車椅子でのアクセシビリティに関するデータを収集した。この情報は、ノースウエスト準州統計局（Northwest Territories Bureau of Statistics）のウェブサイトから地域レベルで入手できる；
オンタリオ州では、発達障害のある人が成人の発達支援サービスを申請する際に、その人からデータを収集している。ニーズ評価プロセスでは、年齢、ジェンダー、居住地の地理的な位置、支援ニーズなどの情報が収集される。また、オンタリオ州障害者支援プログラム（ODSP: Ontario Disability Support Program）を通じて所得支援を申請する際にも、障害のある人とその家族からデータが収集される。州政府は、雇用サービスと生活安定支援の提供の近代化と変革を続けており、本人中心の新しいデータ収集ツールが開発されている。
		国際協力
		報告前の質問事項パラグラフ29への回答
（訳注　質問事項パラ29は、総括所見のパラ56の勧告を完全に実施する措置。）
146.	カナダは、「障害に関するグローバル・アクション（GLAD: Global Action on Disability）のインクルーシブ教育作業部会（Inclusive Education Working Group）に参加し、国際援助における障害のある人の有意義なインクルージョンへのカナダのコミットメントとして、2019年のGLAD年次総会を主催した。カナダの全体的国際援助の一部は、さまざまな取り組みを通じて、障害のある人のインクルージョンに関する開発成果を促進し続けている。例えば、以下のようなことがらがある。
・カナダは、保健・教育システムを、障害のある人をインクルージョンすることで強化
・地雷爆発や武力紛争の影響を受けている人々に、身体的・機能的リハビリテーション・サービスへのより高いアクセス性を提供
・性とジェンダーに基づく暴力の被害者である障害のある女性を支援
・貧困にあえぐ障害のある人が、雇用のための役に立つスキルを身につけられるよう支援 
（訳注　Global Action on Disability (GLAD)は、2015年に発足した、障害のある人を包摂した国際開発・人道支援を推進する国際的な協調ネットワーク。）
147.	カナダ統計局（StatsCan）は、持続可能な開発目標（SDGs）の指標に関する機関間専門家グループ（Inter-Agency Expert Group on Sustainable Development Goals）のメンバーとして、SDGsのグローバル指標フレームワーク（GIF: Global Indicator Framework）の開発の中心的役割を担ってきた。StatsCanはGIFのためにカナダのデータを収集し、2018年に開設されたSDGsデータハブのウェブサイトでこれらのデータを公開している。GIFを補完するために、StatsCanは他の連邦省庁との協力でカナダ指標フレームワーク（CIF: Canadian Indicator Framework）を開発した。CIFのデータを細分化することで、カナダの多様性が反映され、統計上十分に捉えられていない（underrepresented）グループなどの特定の集団にSDGsがどのような利益をもたらしているか、もたらしていないかを測定することができる。
（訳注　機関間専門家グループは、国連統計委員会の下に2015年に設立された。SDGsの進捗状況を測るための指標体系である、グローバル指標フレームワークの策定、見直し、実施などを行う。）
		国内における実施及び監視
		報告前の質問事項パラグラフ30への回答
（訳注　質問事項パラ30は、独立した監視機構を指定し、条約実施のための調整機構の設立を検討し、連邦レベルの障害者問題局と連携する、州、準州の管轄区域での措置。カナダ人権委員会が機能するために割り当てられた人的・財政的資源の情報。障害のある人の監視プロセスへの参加を確保する努力。）
148.	2019年、カナダ人権委員会は、カナダ政府によるCRPDの実施を監視する正式な権限と資金を与えられた。
149.	2019年、カナダ政府は、CRPD選択議定書（OP- CRPD）を利用する能力を構築するために、そして、カナダのCRPDの監視と実施への障害者コミュニティの国際的関与を促進するために、障害者団体に資金を提供した。 
150.	2020年、カナダ政府は3つの国内先住民団体に3年間の資金を提供し、CRPDの監視と報告に先住民の障害のある人の視点を反映させたパラレルレポートを作成できるようにした。
			

(翻訳、佐藤久夫、岡本明)
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